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要約

 

 18 世紀の経済学の黎明期から、地代は関心の高い経済学のトピックの一つであった。

18 世紀後半から 19 世紀にかけては農業地代が主要な関心事であり、20 世紀に入ると

米国において都市計画の発展に伴い都市における製造業や小売業の地代の研究が盛ん

になった。 

Alonso は米国の土地の相当部分が住宅地として使われていることに着目し、消費者

が住宅地に支払う地代を研究した。この Alonso の研究が先駆となり、都市経済学とし

て住宅地の地代決定についてこれまで多くの研究がなされてきた。  

都市経済学では地代を分析するために、地代の支払意思額を示す付け値関数という

道具が用いられる。しかし、都市経済学の標準的なモデルでは、付け値関数が効用関

数から導出されているため、付け値には必然的に効用水準が含まれることとなる。た

だし、一般に言われているように、経済学では効用水準に具体的な値を当てはめるこ

とをしてこなかった。そのため、効用水準を含む付け値関数から、具体的な付け値の

値を求めることはできない。敷地面積を一定と仮定することで具体的な付け値の値を

得ることができるアプローチもあるものの、この場合敷地面積が正常財ではなくなる

という課題が残る。その理由は、敷地面積が一定であると、敷地面積の所得弾力性が

ゼロとなることによる。 

本研究では、効用関数ではなく、市場財・家計内時間・敷地面積の 3 要素を投入要

素とする家計内生産関数から付け値関数を導出することを試みる。このことで、効用

水準を含まず、具体的な値を示す付け値関数を導出することができる。また、家計内

生産関数から一人当たりの敷地面積関数を導出し、敷地面積を正常財として取り扱う

ことができている。 

また、家計内生産関数から導出した付け値関数をもとに、名古屋圏の地代曲線をシ

ミュレーションによって作成し、実際に観察される地価の分布と形状が類似している

ことを確認している。名古屋圏の地代曲線の作成にあたっては、付け値関数のパラメ

ーター（敷地面積関数、通勤費用および市場財消費額・家計内時間機会費用比率）を

推定し、加えて仮想の所得分布データを作成している。  
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はじめに 

 

都市経済学の標準的なモデルでは、市場財と敷地面積をインプットとする効用関数

から付け値関数を導出している。しかし、付け値関数の導出方法は、経済学者によっ

て異なっており統一されていない。また、後述するように標準的な都市経済学のモデ

ルから導出した付け値関数は、具体的な付け値の値を導出できない、あるいは敷地面

積が正常財ではないという課題がある。具体的な付け値の値が得られない場合、付け

値そのものではなく付け値勾配の大小によって分析することとなる。  

さらに、標準的アプローチにおける通勤費用には、電車代やガソリン代といった直

接費用だけが含まれており、時間費用は含まれていない。時間費用を含めた形での付

け値関数を導出するには、予算制約だけでなく、時間制約をも踏まえる必要がある。

Henderson [1985]や Fujita [1989]は時間費用を含んだモデルを提示しているが、時間

費用は余暇に対する効用の貨幣価値で測られており、家計は市場財と余暇時間を消費

する主体と見なされている。 

他方で、Becker [1965]による家計内生産モデルでは、家計は単に余暇を需要するの

ではなく、市場財と家計内時間を組み合わせて家計内生産財を生産するとされている。

そして、Hockman and Ofek [1977]は、Becker [1965]のモデルをもとに地代の分析を

行っている。しかし、Hockman and Ofek [1977]の分析対象と分析手法には、拡張の

余地があると思われる。Hockman and Ofek [1977]の分析対象は相対的な所得の違い

と住宅立地との関係であるが、それだけに留まらず都市全体の地代の分析へと拡張で

きると考えられる。 

本研究では、効用関数ではなく、市場財・家計内時間・敷地面積の 3 要素を投入要

素とする家計内生産関数から付け値関数を導出することで、具体的な付け値および一

人当たり敷地面積の値を求めている。このことで、具体的な地代曲線を導出すること

が可能となり、観察可能なデータと比較することが可能となっている。加えて、一人

当たりの敷地面積関数が導出できることから、都市人口と所得分布を与えることで都

市境界を内生的に決定することができる。そのため、本研究のモデルでは都市規模の

変化を分析することができることとなる。 

本研究の第 1 章では、地代論の変遷をサーベイし、農業地代論、土地経済学および

都市経済学の地代論の系譜をまとめている。とりわけ Alonso [1964]のモデルの基礎と

なっている von Thünen [1826]のモデルについて考察している。第 2 章では、都市経

済学の主要な文献である Alonso [1964]、Henderson [1985]、Fujita [1989]および

DiPasquale and Wheaton [1996]のモデルを比較し、それぞれの特徴と課題を明らか

にしている。第 3 章では、Becker [1965]の家計内生産モデルと、Becker [1965]をもと

に付け値関数を導出している Hockman and Ofek [1977]のモデルについて考察し、市

場財、家計内時間および敷地面積の 3 要素を家計内生産関数の投入要素とする 3 要素
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家計内生産アプローチについて説明している。効用関数ではなく家計内生産関数から

付け値関数を導出することで、具体的な付け値の値が得られ、なおかつ敷地面積を正

常財として取り扱うことが可能となった。第 4 章では、名古屋圏の地代曲線を導出す

るため、3 要素家計内生産アプローチにおいて外生的に与えられているパラメーター

（敷地面積関数、通勤費用および市場財消費額・家計内時間機会費用比率）を推定し、

加えて仮想の所得分布データを作成している。第 5 章では、結論および残された研究

課題について述べている。付け値関数を効用関数ではなく家計内生産関数から導出す

ることで、敷地面積を正常財として取り扱うことが可能となり、また付け値の具体的

な値を得ることができた。そのため、名古屋圏のデータをもとにパラメーターを推定

することで、名古屋圏の地代曲線を求めることができた。残された研究課題としては、

第一に市場財と家計内時間が代替する家計内生産関数の具体化、第二に容積率のシミ

ュレーション分析、第三に敷地面積勾配の正負の判定、第四に都市人口および所得分

布の内生化が挙げられる。 
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第 1 章 地代論の変遷と都市経済学 

 

都市経済学は、都市における住宅地の地代を分析する分野であり、古典派における

農業地代の研究を踏まえている。本節では、住宅地に限らず地代論の変遷を概観し、

都市経済学の成り立ちを確認する。 

古典派における地代論では Ricardo [1819]の差額地代論が有名であるが、Ricardo 

[1819]の差額地代論以前に Smith [1779]が農業地代について分析を行っており以下の

ように述べている1。 

 

The rent of land not only varies with its fertility, whatever be its produce, but 

with its situation, whatever be its fertility. Land in the neighbourhood of a town 

gives a greater rent than land equally fertile in a distant part of the country. (…) 

The value, both of their produce and of their rent, is in proportion to their 

absolute, and not to their relative fertility. The land which produces a certain 

quantity of food, cloaths, and lodging, can always feed, cloath, and lodge a certain 

number of people; and whatever may be the proportion of the landlord, it will 

always give him a proportionable command of the labour of those people, and of 

the commodities with which that labour can supply him. The value of the most 

barren land is not diminished by the neighbourhood of the most fertile. On the 

contrary, it is generally increased by it. 

 

すなわち、何を生産するかに関わらず、肥沃度が高いほど収穫物が増え農業地代は

高くなり、都市の近くに位置しているほど市場への運搬費が抑えられ農業地代は高く

なる。また、農地の地代は相対的肥沃度ではなく絶対的肥沃度に比例し、痩せた土地

の地代が最も肥沃な土地のために押し下げられることはない。なお、上記で引用はし

ていないが、鉱山の地代は相対的肥沃度に比例するとしている。何故なら、鉱山から

掘り出される貴金属は、その希少性の故に価格が高いため、希少ではない金属、すな

わちいたるところで豊富に産出される金属が埋まっている鉱山の地代は低くなるため

である。他方で、農産物の価値は希少性の故ではなく、人々に食料や衣服、住宅を与

えられることそのものが農産物の価値である。したがって、豊富に農産物が産出され

るほど、その農地の地代は増加することとなる。 

以上の Smith [1779]の見方に対し、Ricardo [1819]は市場との距離には言及してい

ない。また、鉱山に限らず全ての土地の地代は、絶対的肥沃度ではなく相対的肥沃度

によって決まると Ricardo [1819]は述べている。人口が少ないときは肥沃な土地が耕

 

1 Smith [1779] Book I, Chapter XI より引用。 
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作されるが、人口の増加とともにこれまで耕作されなかった痩せた土地が耕作される

ようになる。痩せた土地から得られる農産物は少ないため、その少ない農産物が賃金

に見合うように農産物価格は上昇し、結果として肥沃な農地の地代は上昇する。農業

地代を農産物の量で捉えれば Smith [1779]のように絶対的肥沃度によって決まると言

えるが、Ricardo [1819]は農業地代を価格で捉えているため、相対的肥沃度によって決

まると述べている。 

von Thünen [1826]は Ricardo [1819]が言及しなかった都市への距離を分析に含め、

相対的な肥沃度および距離によって地代が決まるとしている。さらに von Thünen 

[1826]は都市への距離が地代の差額を生み出すだけでなく、最大の地代を生み出す農

法にその土地が利用されるとして、都市への距離と農地利用との関係を導き出した。

von Thünen [1826]自身は、地代は農産物の販売額から生産費を差し引いた残余であ

るとして、図 1.1 のように自由式農業、林業、輪栽式、穀草式、三圃式、畜産圏の順に

都市から遠ざかる形で農地が耕作されるとした。 

 

 

 

 

図 1.1 von Thünen のモデル 

（出典）von Thünen [1826]をもとに著者作成。 

（注）図 1.1 は、原書に掲載されている図をよりシンプルにしている。 

 

 

自由式農業とは、新鮮なうちに売る必要のある作物や、長距離輸送に耐えられない

牛乳などの生産であり、von Thünen [1826]は輸送距離が最も短い地点、すなわち最も

都市に近いエリアで耕作されるとした。木材は都市の必需品であるため、木材価格が

都
市 
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農
業 
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高価であっても需要される。そのため、都市に販売するための木材を生産する林業は、

自由式農業の次に都市に近いエリアで展開される。林業の外側では、輪栽式・穀草式・

三圃式の農地が位置する。輪栽式は休閑のない耕作法であり、穀草式および三圃式は

休閑のある耕作法である。von Thünen [1826]は輪栽式について、農地を 6 区画に分

け、バレイショ・大麦・刈取クローバ・ライ麦・青刈用ウィッケン・ライ麦を耕作する

輪栽式を仮定している2。穀草式では、農地を 7 区画に分け、休閑・ライ麦・大麦・エ

ンバク・放牧・放牧・放牧として使用する穀草式を仮定している。三圃式では、農地を

3 区画に分け、ライ麦・大麦・休閑として使用する。輪栽式・穀草式・三圃式はいずれ

も、農地を区分けして耕作する農法である。生産費と運送費の条件次第であるが、von 

Thünen [1826]の仮定のもとでは、輪栽式・穀草式・三圃式の順番に都市から遠ざかる

とされた。そして、最も都市から遠いエリアでは、畜産によってバターが生産される。

バターの運送費は他の農産物より低く、von Thünen [1826]の例において 30 マイルの

運送費が市場価格に占める割合は、ライ麦は約1 3⁄ であり、バターは約1 8⁄ である。他

方で、郊外であるほど畜産の生産費は減少する。結果として、都市からの距離が長く

なるほど運送費は増加するが、生産費は大幅に下落するために、畜産における地代は

郊外にて最大になり、都市の近傍でマイナスになる。  

林業の取り扱いから、von Thünen [1826]は作物ごとの需要の価格弾力性の違いを

明確に意識していたことが分かる。Ricardo [1819]は抽象的に農産物一般から生じる

農業地代を分析しているが、von Thünen [1826]は作物ごとの違いを考慮しており、需

要の価格弾力性が低い必需品（von Thünen [1826]のモデルでは木材）を生産する土地

は都市の近くに位置すると結論付けている。 

木材を都市の必需品としている点は、von Thünen [1826]の生きた時代（1783 年か

ら 1850 年）と同時期の江戸時代の日本にも通じている。徳川林政史研究所  [2012]に

よると、江戸時代には都市人口の増加に伴い薪炭の需要が増加し、都市周辺の農村に

おいて薪炭が生産された。ただし、需要超過によって雑木林は伐り尽くされ、樋口  

[1993]によると米価が下落傾向であったのに対し木炭価格は上昇傾向にあった。山林

については幕府直轄林ないし領主所有であったため、幕府役人ないし領主によって植

栽が行われた。ただし、領民の生活維持のために領主が利用を許していたケースもあ

り、そのような山林は村持山として入会（共同利用）がなされ、領民たちによって維

持および管理がなされた。また 18 世紀以降には、領主が農民・商人・武士に植林を奨

励し、収穫された木材を予め定めた割合で領主と植林者が分け合う部分林（ぶわけば

やし）が各所で見られた。 

Smith [1779]、Ricardo [1819]および von Thünen [1826]の研究から分かる通り、古

典派経済学では農地が主要な研究対象の一つであり、生産要素を労働・資本・土地の

 
2 ウィッケンとは、エンドウの一種である。 
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3 要素としていた。しかし新古典派経済学では、生産要素は労働・資本の 2 要素であ

り、土地は資本に含まれている。この立場に対して Schultz [1953]は、土地を資本に

含めると、土地に関する多くの知識が失われてしまうと述べている。 また、Smith 

[1779]、Ricardo [1819]および von Thünen [1826]は農業地代論に大きく貢献したが、

都市の地代についての言及は少ない。Smith [1779]は都市における家賃の（建物部分

を除いた）地代部分について、地主は独占者として行動し、賃借人の所得や好みによ

って地代が決定するとした。一方で、Ricardo [1819]および von Thünen [1826]は都市

の地代については言及していない3。 

都市の地代の研究は、都市計画の発展に伴い 1920 年代以降の米国にて盛んになっ

た。ただし、当時の研究対象は主に製造業や小売業といった企業が利用する土地であ

り、宅地ではなかった4。Alonso [1964]は、都市における企業の土地利用についての研

究を「土地経済学（land economics）」として、主要な研究に Haig [1926]を挙げてい

る。Haig [1926]は製造業および小売業は都市において利潤を最大化するように行動す

るが、製造業は都市内の立地と収入（売上額）が無関係である一方で、小売業は立地

によって収入（売上額）が変化すると述べている。よって製造業と小売業とではモデ

ルが異なるが、いずれにおいても立地によって地代および交通費が異なる点で von 

Thünen [1826]の影響を受けていると言える。また、Marshall [1890]の第 5 巻第 11 章

においては、von Thünen [1826]のモデルを踏まえて、都市内の製造業および小売業の

土地利用について分析がなされている。他方で Chamberlin [1962]は、都市内の企業

の土地利用に農業地代論をそのまま応用することに対して批判的である。農業地代は

立地および肥沃度によって変化するが、土地経済学における都市内の企業用地の地代

は立地のみに依存しているからである。加えて、都市内の小売業における販売価格は

立地によって変化するような単純なモデルではなく、需要曲線に直面する独占的競争

者であると主張している。 

Alonso [1964]は、米国における土地の相当部分を宅地が占めているにも関わらず、

それ以前の土地研究は宅地を無視してきたと指摘している。 そして、von Thünen 

[1826]のモデルにおける都市への運送費を、都市の中心部である CBD の通勤費と解釈

し直し、通勤費の違いが住宅地の地代の差を生み出しているとして理論を展開した。

von Thünen [1826]のモデルが都市の存在を与件としているように、Alonso [1964]で

は CBD の存在を与件としている。Alonso [1964]に始まる都市の宅地を研究する学問

は都市経済学と名付けられ、その他の主要な文献として Henderson [1985]、Fujita 

 
3 von Thünen は都市の地代について言及はしていないが、「いかなる理由が人々を大

都市へ集中させるか。いかなる工場が首都に立地するのが当然か。」という、新経済

地理学に繋がる問いを表明している。 

4 Alonso [1964]による。 
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[1989]および DiPasquale and Wheaton [1996]が挙げられる。 

なお、都市経済学に隣接する分野として新経済地理学および空間経済学が挙げられ

る。新経済地理学は、新貿易理論を発展させた Krugman らによって始まった分野で

あり、経済活動の地域間分布を分析対象としている。そのために、収穫逓増の独占的

競争モデルなどを用いて集積のメカニズムが研究されており、都市経済学が与件とし

ている CBD の形成過程を明らかにしている5。また、空間経済学は、Fujita and Thisse 

[2013]によれば都市経済学および新経済地理学、貿易理論などを包摂する分野である。 

 本研究では、CBD を与件として都市における地代曲線の分析を試みており、都市経

済学の研究である。 

 

 

  

 

5 Fujita, Krugman and Venables [1999]や Fujita and Thisse [2013]を参照のこと。 
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第 2 章 標準的な都市経済学の理論 

 

都市経済学では、これまで経済学者によって異なるモデルで付け値関数を導出して

きた。主要な文献 4 本における導出を表 2.1 にて比較しており、記号の意味は表 2.2

のように統一している。なお、表 2.1 には含めていないが、Bruekner [2011]および

O’Sullivan [2019]は、DiPasquale and Wheaton [1996]と同様の付け値勾配𝑑𝜓 𝑑𝐷⁄ を

用いている6。また、Fujita [1989]の導出は、Fujita and Thisse [2013]にも同様の導出

が記載されている。 

 付け値関数が中心的役割を果たす都市経済学の理論は、ミクロ経済学における標準

的な消費者行動の理論とは異なることに注意が必要である。その相違点のため、付け

値関数は一般的に具体的な値を導き出すことができない。  

 

第 1 節 消費者行動の理論と都市経済学の理論の違い 

ミクロ経済学における標準的な消費者行動の理論では、予算（貨幣所得）および財

価格を所与として、式2 − 1の効用最大化問題を解いている7。式2 − 1は 2 財モデルで

あるが、n 財モデルであっても基本的な構造は変わらない。式2 − 1では、変数が 2 財

（𝑥1と𝑥2）の量であり、式が 2 本ある。パラメーターは、2 財の価格（𝑃1と𝑃2）および

予算（貨幣所得）𝐼である。変数の数と式の数が等しいため、標準的な消費者行動の理

論は、解を得ることができる。 

 

[
max   𝑢 = 𝑢(𝑥1, 𝑥2)
𝑠. 𝑡.   𝐼 = 𝑃1𝑥1 + 𝑃2𝑥2

(2 − 1) 

 

 他方で、都市経済学の理論では式2 − 2を解いている8。都市経済学のモデルは表 2.1

にある通り統一されていないが、出来る限り単純化すると式2 − 2のようになる。敷地

以外の市場財𝑥の価格は、Hicks の合成財定理によって 1 としている。 

 

[
max   𝑢 = 𝑢(𝑥, 𝑞)

𝑠. 𝑡.   𝐼 − 𝑐(𝐷) = 𝑥 + 𝑃𝑇𝑞
(2 − 2) 

 

 
6 付け値勾配𝑑𝜓 𝑑𝐷⁄ とは、ある個人の居住立地が変わり通勤距離𝐷が変化したとき

の、その個人の付け値𝜓の変化を意味する。同様に、敷地面積勾配𝑑𝜑 𝑑𝐷⁄ は、ある個

人の通勤距離𝐷が変化したときの、その個人の敷地面積𝜑の変化を意味する。 

7 財𝑥1の価格は𝑃1であり、財𝑥2の価格は𝑃2としている。 

8 記号の意味は表 2.2 を参照のこと。 
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表 2.1 標準的な都市経済学の理論の比較 

（注）Henderson [1985]において、原書では敷地面積以外の市場財が 2 種類あるとしているが、付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ などの導出には影響しないた

め、ここでは 1 種類にしている。また、原著では敷地面積ではなく住宅サービスと定義されているが、ここでは他との比較のために敷地面積と

読み替えている。 

項目 Alonso [1964] Henderson [1985] Fujita [1989] 
DiPasquale and Wheaton 

[1996] 

効用関数 
𝑢 = 𝑢(𝑥, 𝑞, 𝐷) 

(
𝜕𝑢

𝜕𝐷
< 0) 

𝑢(𝐷) = 𝑢{𝑥(𝐷), 𝑞(𝐷), 𝑡ℓ(𝐷)} 𝑢 = 𝑢(𝑥, 𝑞) 

記載なし 

（おそらく Fujita と同じ効用

関数を想定している） 

予算制約 𝐼 = 𝑃𝑋𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞 + 𝑐(𝐷) 

𝐼 = 𝑃𝑋𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞 

 
𝑡̅ = 𝑡𝑤̅ + 𝑡ℓ + 𝜏𝐷 

 

（通勤費用は時間費用のみ） 

𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞 = 𝐼 − 𝑐(𝐷) 

𝐼 = 𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞̅ + 𝑐(𝐷) 
 

𝑐(𝐷) = 𝑐𝑐𝐷 

 

（ 𝑞は一定と仮定） 

付け値関数 𝜓(𝑥, 𝑞, 𝐷) 𝜓(𝐼, 𝑃𝑋, 𝑡ℓ, 𝑢) 𝜓(𝐷, 𝑢̅) = max
𝑥,𝑞

{
𝐼 − 𝑐(𝐷) − 𝑥

𝑞
|𝑢 = 𝑢̅} 𝜓(𝐷) = 𝑃𝑇

𝑎 +
𝑐𝑐(𝐷𝑓 − 𝐷)

𝑞̅
 

付け値勾配 

𝑑𝜓

𝑑𝐷
=
𝑃𝑇(𝐷)

𝑞

𝑢𝐷
𝑢𝑞
−
1

𝑞

𝑑𝑐(𝐷)

𝑑𝐷
 

（ 𝑞は一定と仮定） 

𝜕𝜓

𝜕𝐷
= −

1

𝑞
𝑃𝑡ℓ𝜏 

𝑃𝑡ℓ =
1

𝜇

𝜕𝑢

𝜕𝑡ℓ
 

𝜕𝜓(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐷
= −

𝑑𝑐(𝐷)

𝑑𝐷

1

𝑞
< 0 

𝑑𝑃𝑇(𝐷)

𝑑𝐷
= −

𝑐𝑐
𝑞̅

 

敷地面積 
𝑞は所得とともに増加す

ると仮定 
𝜑(𝐼, 𝑃𝑇, 𝑃𝑋, 𝑡ℓ, 𝑢) 𝜑(𝐷, 𝑢̅) 

𝑞̅は所得とともに増加すると

仮定 

敷地面積 

勾配 

一般化しえないと述べて

いる 

仮定を追加しなければ分析

できないと述べている 

𝜕𝜑(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐷
> 0 

記載なし 

（0 となると考えられる） 



11 

 

 

表 2.2 本文中の記号の意味 

記号 意味 

𝑥 敷地面積以外の市場財（合成財） 

𝑃𝑋 敷地面積以外の市場財の価格（貨幣単位） 

𝑞 敷地面積 

𝜑 敷地面積関数 

𝑃𝑇 土地１単位当たりの地代（貨幣単位） 

𝜓 付け値関数 

𝑐(𝐷) 通勤費用（貨幣単位） 

𝑐𝑝(𝐷) 通勤費用𝑐(𝐷)のうち金銭的な直接費用（貨幣単位） 

𝑐𝑐 距離１単位あたりの電車代やガソリン代などの直接費用（通勤費）  

𝐷 通勤距離（CBD からの距離） 

𝐼 貨幣所得（貨幣単位） 

𝑊 賃金（貨幣単位） 

𝑉 非労働所得（貨幣単位） 

𝑡ℓ 余暇時間 

𝑡𝑤 労働時間 

𝜏 距離１単位あたりの移動に要する時間 

𝑡𝑐 通勤時間 

𝑡ℎ 家計内時間 

𝑡̅ 時間賦存量 

𝑃𝑡ℓ 余暇時間の限界効用の貨幣価値 

𝜇 所得の限界効用 

𝑃𝑇
𝑎 農業地代 

𝐷𝑓 CBD から都市境界までの距離（都市規模） 

𝑧 家計内生産財 

𝑃𝑧 家計内生産財の価格（貨幣単位） 

𝑆 完全所得 

𝜅 市場財消費額・家計内時間機会費用比率 

𝒞 敷地面積関数𝜑の係数 

𝛿 敷地面積の市場財弾力性 
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式2 − 2では、変数が敷地以外の市場財𝑥と敷地面積𝑞と地代𝑃𝑇の 3 つであり、式が 2

本ある。変数の数に対して式の数が不足しているため、DiPasquale and Wheaton 

[1996]が敷地面積𝑞を一定（𝑞 = 𝑞̅）と仮定しているような追加の条件がなければ、式2 −

2を解くことはできない。 

以上の、消費者行動の理論と都市経済学の理論との違いを踏まえて、表 2.1 で取り

上げた四者のモデルの違いを考察する。 

 

第 2 節 効用関数および予算制約 

表 2.1 の四者では、効用関数𝑢(⋅)の形がそれぞれ異なっている。Fujita [1989]は敷地

以外の市場財𝑥と敷地面積𝑞を効用関数𝑢(⋅)のインプットとしているが、Alonso [1964]

にはさらに CBD からの距離𝐷があり、Henderson [1985]には余暇時間𝑡ℓがある。

DiPasquale and Wheaton [1996]は効用関数𝑢(⋅)を明示していないが、おそらく Fujita 

[1989]と同じ形を想定していると思われる。なお、Fujita [1989]は Henderson [1985]

と同様に余暇時間𝑡ℓを含めたモデルも紹介しているが、Henderson [1985]は労働時間

𝑡𝑤を固定している一方で、Fujita [1989]は労働時間𝑡𝑤を可変的に取り扱っている。 

 Alonso [1964]は、効用関数𝑢(⋅)のインプットに通勤距離𝐷を含めた上で、敷地面積と

立地が補完的であるとしている。もし敷地面積と立地が完全に補完的であれば、この

2 財の代替効果はゼロとなり、消費者はあたかも地代＋通勤費用の価格を持つ一つの

財を消費することとなる。しかし、敷地面積と立地は別々に消費することはできない

が、より広い敷地面積と共に、どのような立地を需要するかは定かではない。言い換

えれば、より CBD に近い立地と共に、より広い土地を需要するかは定かではない。

Fujita [1989]は Alonso [1964]のモデルについて、家計の立地に関する一般的な結論を

得ることは困難であると述べている。 

 予 算 制 約 に つ い て は 、 四 者 の 間 で 大 き く 異 な っ て は い な い 。 Fujita [1989] と

DiPasquale and Wheaton [1996]は同じ予算制約である。Alonso [1964]は敷地以外の

市場財𝑥の価格𝑃𝑋を 1 とは置いていないが、それ以外については Fujita [1989]および

DiPasquale and Wheaton [1996]と同じ形である。Henderson [1985]は、余暇時間𝑡ℓ

を効用関数の変数としているため、予算制約に加えて時間制約を設定している。  

 

第 3 節 付け値関数 

 付け値関数𝜓(⋅)は、敷地に対する単位面積当たりの支払意思額を示しており、CBD

からの距離𝐷に関して効用水準が一定という前提で導出されている。ある都市圏にお

いて、もし地点 A に居住した場合の効用水準が地点 B より低ければ、地点 A に支払っ

ても良いと思える価格は地点 B より低くなるであろう。よって地点 A への支払意思額

は押し下げられ、結果として地点 A と地点 B とで効用水準が等しくなるように支払意

思額が示されることとなる。地点 A と地点 B の 2 地点に限らず、都市のあらゆる地点
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で効用水準が等しくなるような支払意思額が、付け値関数𝜓(⋅)から導出されることと

なる。この点に関し Fujita [1989]は付け値関数の表記において𝑢 = 𝑢̅と明記している

が、Alonso [1964]、Henderson [1985]および DiPasquale and Wheaton [1996]におい

ても Fujita [1989]と同じ効用水準の取り扱いをしていることに注意が必要である。  

Alonso [1964]の付け値関数𝜓(⋅)は、具体的な形になっていない。また、Henderson 

[1985]は効用関数を線形対数型と仮定して付け値関数を導出しているものの、前節で

言及したように、変数の数に対して式の数が少ないため解が得られない（Henderson 

[1985]の導出の詳細は付論 A を参照のこと）。 

Fujita [1989]の付け値関数𝜓(⋅)は、Alonso [1964]および Henderson [1985]に比べて

明確であり、von Thünen が示した地代を踏襲していると言える。von Thünen は地代

を農産物の販売額から生産費を差し引いた残余としているのに対し、Fujita [1989]は

所得から通勤費𝑐(𝐷)および市場財消費額𝑥を差し引いた残余を敷地面積で除すことで

付 け 値 地 代 を 求 め て い る か ら で あ る 。 ま た 、 Fujita [1989] は 𝑥お よ び 𝑞に よ る

(𝐼 − 𝑐(𝐷) − 𝑥) 𝑞⁄ の最大化という条件を加えているため、変数の数に対して式の数が不

足することなく、解を得ることができている。しかし、解には効用水準が含まれてい

るため、具体的にどのような値を取るのかは不明である。また、Fujita [1989]は線形

対数型の効用関数を仮定した場合の付け値関数を導出しているが、求められた付け値

は所得の多寡に関わらず一定である。他方で、実際の都市では高所得者と低所得者と

で付け値は異なり、高所得者は低所得者より支払意思額は高いと考えられる（詳細は

付論 B を参照のこと）。 

DiPasquale and Wheaton [1996]は敷地面積𝑞を一定と仮定しているため、CBD か

らの距離𝐷に関して効用水準が一定という前提から、市場財消費額𝑥についても CBD

からの距離𝐷に関して一定となる9。したがって、𝐼 − 𝑐𝑐𝐷 = 𝑥̅ + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞̅という予算制約

式を満たすように付け値関数𝜓(⋅)が導出され、図 2.1 のようになる。DiPasquale and 

Wheaton [1996]の付け値関数𝜓(⋅)からは具体的な値を導出できるが、農業地代𝑃𝑇
𝑎およ

び都市境界𝐷𝑓が外生的に与えられていなければ、付け値の値を得ることはできない。  

 

 

 

9 DiPasquale and Wheaton [1996]はおそらく、効用関数として Fujita [1989]と同じ

𝑢 = 𝑢(𝑥, 𝑞)を想定している。敷地面積および効用水準が一定（𝑢(𝑥, 𝑞̅) = 𝑢̅）であれば、

市場財消費額も一定（𝑥 = 𝑥̅）となる。 
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図 2.1 DiPasquale and Wheaton [1996]の付け値曲線 

 

 

第 4 節 敷地面積関数 

 Alonso [1964]は、所得が増加すれば敷地面積は増大すると述べるに留まっており、

敷地面積の所得弾力性についての具体的な言及はなく、敷地面積関数は明確ではない。

また、Henderson [1985]の敷地面積関数からは、具体的な値は得られない。何故なら、

付け値関数𝜓(⋅)として地代𝑃𝑇を変数としている以上、変数である𝑃𝑇をもとに変数であ

る敷地面積𝑞を求めることはできないからである（詳細は付論 A を参照のこと）。 

Fujita [1989]の敷地面積関数は、上述の付け値関数と同様に、効用水準を含むため

に具体的な値を得ることができない（詳細は付論 B を参照のこと）。 

DiPasquale and Wheaton [1996]は、仮定よりあらゆる都市住人の敷地面積は等し

く、都市全体で所得が増加すれば各々の敷地面積は増大すると述べるに留まっている。

そのため、比較的広い敷地面積を需要する高所得者と、比較的狭い敷地面積を需要す

る低所得者とで構成された都市を考えることはできない。  

Alonso [1964]、Henderson [1985]および Fujita [1989]については、敷地面積の具体

的な値を導出できないことから、都市規模𝐷𝑓についても具体的な値を導出できない。

また、前述の通り DiPasquale and Wheaton [1996]のモデルでは都市規模𝐷𝑓が外生的

に与えられているため、どのような要素が都市を拡大あるいは縮小させるのかについ

て分析することはできない。 

 

第 5 節 付け値勾配および敷地面積勾配 

Alonso [1964]の付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ は、具体的に求めることができない。何故なら、

敷地面積𝑞が変数であるため、敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ が付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ に影響するから

である。Alonso [1964]は、敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ は一般化しえないと述べているため、

付け値 

CBD からの距離𝐷 
CBD 

付け値曲線 

農業地代𝑃𝑇
𝑎 

付け値勾配−𝑐𝑐 𝑞̅⁄  

𝐷𝑓 

𝑃𝑇
𝑎 +

𝑐𝑐
𝑞̅
𝐷𝑓 
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同様に付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ も一般的に求めることはできない。 

Henderson [1985]は付け値関数𝜓(⋅)の解が得られていないため、付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄

および敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ を求めることはできない（詳細は付論 A を参照のこと）。 

Fujita [1989]については、付け値関数𝜓(⋅)および敷地面積関数𝜑(⋅)と同様に効用水準

を含むため、付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ および敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ の具体的な値は得られない。

なお、高所得者が低所得者より CBD の近くに居住するのか、あるいは郊外に居住する

のかという問いに対しては、付け値の比較ではなく、付け値勾配の比較によって答え

ている。Fujita [1989]は最大の付け値を提示する者がその土地（立地）に居住すると

しているため、図 2.2 のように距離𝐷0にて付け値曲線が交差する場合、付け値勾配の

高い者は低い者より CBD の近くに居住することとなる10。非労働所得の高い者の付け

値勾配は比較的低くなるが、賃金の高い者の付け値勾配が比較的高くなるのか低くな

るのかはパラメーター次第となる。なお、付け値曲線が交差しない場合の住宅立地に

ついては、Fujita [1989]は言及していない。 

DiPasquale and Wheaton [1996]は敷地面積𝑞が一定であるため、敷地面積勾配

𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ は 0 となる。よって付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ は−𝑐𝑐 𝑞̅⁄ という具体的な値となっている。

CBD からの距離𝐷が増えることによる通勤費用の増加分を補償するように、付け値は

減少することとなる。すなわち、CBD からの距離𝐷に関わらず𝜓(𝐷)𝑞̅ + 𝑐(𝐷)は一定と

なる。 

 

 

図 2.2 Fujita [1989]の付け値勾配と住宅立地 

 
10 最大の付け値を提示する者がその土地（立地）に居住するという取り扱いは、最大

の地代を生み出す農法にその土地が利用されるとした von Thünen と同様である。 

付け値 

CBD からの距離𝐷 𝐷0 CBD 

付け値勾配の高い者の付け値曲線 

付け値勾配の低い者の付け値曲線 

付け値勾配の高い者が居住 付け値勾配の低い者が居住 
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第 6 節 本研究における都市経済学の考え方 

具体的な付け値の値を導出するには、DiPasquale and Wheaton [1996]のように敷

地面積𝑞を一定と仮定する必要がある。敷地面積𝑞が一定という仮定は、さらに敷地面

積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ が 0 という仮定と、敷地面積の所得弾力性𝜕 ln𝜑 𝜕 ln 𝐼⁄ が 0 という仮定に

分解できる11。しかし、敷地面積は正常財であると考えられるため、後者の敷地面積の

所得弾力性𝜕 ln𝜑 𝜕 ln 𝐼⁄ がゼロという仮定は現実的ではない。加えて、DiPasquale and 

Wheaton [1996]のモデルでは、都市境界𝐷𝑓を内生的に決めることができない。 

他方で、Fujita [1989]の付け値関数は効用水準を含むため、具体的な値を得ること

ができない。しかし、Fujita [1989]のアプローチに準じて、付け値関数を効用関数で

はなく家計内生産関数から導出することで、具体的な付け値の値を求めることができ、

さらに都市人口および所得分布を与えることで都市境界𝐷𝑓を内生的に決定することが

できる。 

  

 
11 敷地面積の所得弾力性がゼロということは、𝜕𝜑 𝜕𝐼⁄ = 0となることを意味する。 
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第 3 章 家計内生産関数を含んだ付け値関数の理論 

 

 Becker [1965]の家計内生産モデルでは、人々は家計内生産財𝑧から効用を得るとし

ており、家計内生産関数のインプットはそれぞれ独立ではなく技術係数によって結び

付いている。すなわち家計内生産関数のアプローチでは、敷地面積以外の市場財𝑥と敷

地面積𝑞は独立ではなく、家計内生産関数の技術によって結び付くこととなる12。その

ため、付け値関数を家計内生産関数から導出した場合、家計内生産関数の技術係数は

パラメーターとして含まれるが、効用水準は付け値関数に含まれない。 

加えて、家計内生産関数のアプローチでは、DiPasquale and Wheaton [1996]が考

慮していない通勤の時間費用を含めることができる。Henderson [1985]および Fujita 

[1989]が展開したように、通勤の時間費用を考慮するには、時間制約を分析に含める

必要がある。ただし、Henderson [1985]および Fujita [1989]のモデルでは、労働時間

と通勤時間以外の時間は余暇時間であり、家計内生産は考慮されていない。しかし、

Becker [1965]が述べているように、実際の家計は市場財を消費しているのではなく、

市場財と家計内時間を組み合わせた家計内生産財を消費していると考えられる。  

表 3.1 では Becker [1965]のモデル、Becker [1965]をもとに地代を分析している

Hockman and Ofek [1977]のモデル、および本研究で提案する敷地面積以外の市場財

𝑥・家計内時間𝑡ℎ・敷地面積𝑞の 3 要素を投入財とする家計内生産モデル（以下、3 要素

家計内生産アプローチとする）を比較している13。3 要素家計内生産アプローチでは、

家計内生産関数の技術係数を付け値関数𝜓(⋅)に取り入れることで、敷地面積の所得弾

力性𝜕 ln𝜑 𝜕 ln 𝐼⁄ をゼロと仮定することなく、付け値関数𝜓(⋅)を導出することができる。

また、通勤の時間費用も含めて分析することができる。  

 

第 1 節 Becker [1965]のモデル 

 Becker [1965]は、家計を「小さな工場」と捉え、市場財𝑥𝑖と家計内時間𝑡ℎ𝑖を組み合

わせて家計内生産財𝑧𝑖を生み出していると考えた。家計内生産財とは、料理や掃除、レ

クリエーション、睡眠といったものである。そして、家計は家計内生産財から効用を

得ていると考えた。言い換えれば、生の野菜や肉、魚といった市場財から直接に効用

を得るのではなく、生の野菜や肉、魚と家計内時間を組み合わせて生産した料理とい

う家計内生産財から効用を得るとしている14。 

 

12 敷地面積以外の市場財𝑥および敷地面積𝑞は、ともに正常財として扱われる。 

13 Becker [1965]のモデルの表記については、Becker [1971]に準拠している。内容は

同じであるが、Becker [1971]の方がよりシンプルな表記となっている。  

14 睡眠も家計内生産財の 1 つである。Becker [1965]では、ベッド、家屋、家計内時

間が投入されて睡眠が生産されると述べられている。  
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表 3.1 Becker [1965]、Hockman and Ofek [1977]、および 3 要素家計内生産アプローチの比較 

項目 Becker [1965] Hockman and Ofek [1977] 3 要素家計内生産アプローチ 

効用関数 𝑢 = 𝑢(𝑧1, 𝑧2, … , 𝑧𝑚) 𝑢 = 𝑢(𝑧, 𝑞) 𝑢 = 𝑢(𝑧) 

家計内生産

関数 

𝑧𝑖 = 𝑓(𝑥𝑖 , 𝑡ℎ𝑖) 
 

𝑥𝑖 = 𝑎𝑖𝑧𝑖 ,   𝑡ℎ𝑖 = 𝑏𝑖𝑧𝑖 
𝑧 = 𝑓(𝑥, 𝑡ℎ) 𝑧 = 𝑓(𝑥, 𝑡ℎ, 𝑞 |𝑞 = 𝒞𝑥

𝛿, 𝑥 = 𝜅𝑊𝑡ℎ) 

予算制約 

𝑆 = 𝑊𝑡̅ + 𝑉 =∑𝑃𝑧𝑖𝑧𝑖

𝑚

𝑖

 

𝐼 = 𝑊𝑡𝑤 + 𝑉 =∑𝑃𝑋𝑖𝑥𝑖

𝑚

𝑖

 

𝑡̅ = 𝑡𝑤 +∑𝑡ℎ𝑖

𝑚

𝑖

 

𝑆 = 𝑃𝑧𝑧 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞̅ + 𝑐(𝐷) 
 

𝑆 = 𝑊𝑡̅ + 𝑉 

 

𝑐(𝐷) = 𝑊𝜏𝐷 

𝑆 = 𝑊𝑡̅ + 𝑉 

 
𝐼 = 𝑊𝑡𝑤̅ + 𝑉 = 𝑥 + 𝑃𝑇𝑞 + 𝑐𝑝(𝐷) 

 

𝑡̅ = 𝑡𝑤̅ + 𝑡ℎ + 𝑡𝑐(𝐷) 
 

𝑐(𝐷) = 𝑐𝑝(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(𝐷) 

付け値関数 ― 𝜓 = max
𝑧,𝑞

𝑃𝑇 =
𝑢𝑞

𝑢𝑧
𝑃𝑧 𝜓 =

𝐼 − 𝜅𝑊(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷)) − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)

𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
𝛿

 

付け値勾配 ― 
𝜕𝜓

𝜕𝐷
= −

𝑊𝜏

𝑞
 𝜕𝜓

𝜕𝐷
=
{𝛿
𝐼 − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)
𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷)

+ (1 − 𝛿)𝜅𝑊}
𝑑𝑡𝑐(𝐷)
𝑑𝐷

−
𝑑𝑐(𝐷)
𝑑𝐷

𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
𝛿

 

敷地面積 ― 
記載なし（ただし 𝑞は所得ととも

に増加すると仮定） 
𝜑 = 𝒞𝑥𝛿 = 𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))

𝛿
 

敷地面積 

勾配 
― 記載なし 

𝜕𝜑

𝜕𝐷
= −𝛿𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))

𝛿−1 𝑑𝑡𝑐(𝐷)

𝑑𝐷
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Becker [1965]のモデルでは、家計内生産財𝑧は𝑚種類あるとして、効用関数は𝑢 =

𝑢(𝑧1, 𝑧2, … , 𝑧𝑚)と仮定されている。𝑚種類あるうちの𝑖番目の家計内生産財を生産するた

めには、市場財𝑥𝑖と家計内時間𝑡ℎ𝑖を投入することとなる。加えて、Becker [1965]では

解を得るために市場財と家計内時間の間の固定係数を仮定している。すなわち、市場

財𝑥𝑖と家計内時間𝑡ℎ𝑖は一定割合で組み合わされることとなる。 

Becker [1965]のモデルでは、予算制約についても、ミクロ経済学の消費者行動の理

論とは扱いが異なる。ミクロ経済学の消費者行動の理論では貨幣所得𝐼の制約のみであ

るが、Becker [1965]のモデルでは貨幣所得𝐼の制約に加え、時間制約𝑡̅のもとで家計内

生産を行うこととなる。市場財𝑥𝑖の消費合計額∑ 𝑃𝑋𝑖𝑥𝑖
𝑚
𝑖 が貨幣所得𝐼に等しくなり、労働

時間と家計内時間の合計時間𝑡𝑤 + ∑ 𝑡ℎ𝑖
𝑚
𝑖 が時間制約𝑡̅に等しくなる。完全所得𝑆は、家計

が持っている全ての時間𝑡̅を労働に投入した場合の貨幣所得であり、家計内時間𝑡ℎ𝑖の価

値を賃金𝑊で測った場合の所得である15。家計は、完全所得𝑆の制約の中で家計内生産

財𝑧を生産する。 

第 2 章第 1 節の通り、ミクロ経済学の標準的な消費者行動の理論における 2 財モデ

ルの場合、図 3.1 のように予算制約𝐼のもとで消費者は効用を最大化する。財の消費量

は無差別曲線と予算制約線の接点で決まり、図 3.1 では𝑥1
∗および𝑥2

∗が解となる。 

 

 

図 3.1 消費者行動の理論における効用最大化 

 

15 Varian [2014]によると、完全所得は潜在所得とも呼ばれる。時間賦存量を労働時

間と家計内時間とにどれだけ配分するかに関わらず、家計は潜在的に𝑊𝑡̅ + 𝑉という所

得を持っていると考えられる。ただし Varian [2014]は家計内生産を考えておらず、

賃金を余暇の機会費用（すなわち価値）と見なして完全所得を計算している。  

𝑥1 𝑥1
∗ 

無差別曲線𝑢̅ = 𝑢(𝑥1, 𝑥2) 

𝐼

𝑃2
 

𝑥2 

−𝑃1 𝑃2⁄  

𝑥2
∗ 

𝐼

𝑃1
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図 3.2 Becker [1965]における効用最大化 

 

 

他方で、Becker [1965]のモデルにおける効用最大化は、家計内生産財が𝑧1と𝑧2の 2

財である場合は図 3.2 のようになる。金銭的な所得𝐼ではなく、完全所得𝑆の制約のも

とで家計は効用を最大化する。図 3.1 では所得𝐼および財価格（𝑃1と𝑃2）がパラメータ

ーであり、2 財の消費量（𝑥1と𝑥2）が変数である。図 3.2 では完全所得𝑆および家計内

生産財価格（𝑃𝑧1と𝑃𝑧2）がパラメーターであり、2 財の消費量（𝑧1と𝑧2）が変数となっ

ている。 

以上の Becker [1965]のモデルに対して、Pollak and Wachter [1975]はモデルが成

り立つためには家計内生産関数𝑓(𝑥𝑖 , 𝑡ℎ𝑖)が規模に対して収穫一定でなければならない

と指摘している。家計内生産関数が規模に対して収穫一定でなければ、生産量の多寡

によって家計内生産財𝑧𝑖の価格𝑃𝑧𝑖が変化することとなる16。言い換えれば、規模に対し

て収穫逓増であれば生産量が増えるほど価格𝑃𝑧𝑖が下落し、規模に対して収穫逓減であ

れば生産量が増えるほど価格𝑃𝑧𝑖は上昇する。しかし、生産量によって価格𝑃𝑧𝑖が変わる

とすると、価格𝑃𝑧𝑖を所与として効用𝑢(𝑧1, 𝑧2, … , 𝑧𝑚)の最大化を図ることはできない。よ

って、家計内生産関数が規模に対して収穫一定でなければ、Becker [1965]のモデルは

成立しないこととなる。以上の Pollak and Wachter [1975]の指摘を踏まえてか、次節

で説明する Hockman and Ofek [1977]における家計内生産関数は、規模に対して収穫

 
16 厳密に言えば、収穫一定・収穫逓増・収穫逓減のいずれの場合でも価格と限界費用

は等しくなるが、規模に対して収穫一定でなければ限界費用と平均費用が一致しな

い。 

𝑧1 𝑧1
∗ 

無差別曲線𝑢̅ = 𝑢(𝑧1, 𝑧2) 

𝑆

𝑃𝑧2
 

𝑧2 

−𝑃𝑧1 𝑃𝑧2⁄  

𝑧2
∗ 

𝑆

𝑃𝑧1
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一定であると仮定されている。ただし、Pollak and Wachter [1975]の批判は家計内生

産財が複数ある場合にのみ妥当するため、Hockman and Ofek [1977]のように家計内

生産財が 1 種類であれば問題にはならない。 

なお、家計内生産財が 1 つである場合、完全所得𝑆は式3 − 1のように表される。 

 

𝑆 = 𝑃𝑧𝑧 = 𝑃𝑋𝑥 +𝑊𝑡ℎ (3 − 1) 

 

式3 − 1の両辺を家計内生産財𝑧で割ると、式3 − 2が得られる。 

 

𝑃𝑧 = 𝑃𝑋
𝑥

𝑧
+𝑊

𝑡ℎ
𝑧
=
𝑆

𝑧
(3 − 2) 

 

式3 − 2より、家計内生産財𝑧が 1 種類である場合の家計内生産財の価格𝑃𝑧が求められ

た。次節で紹介する Hockman and Ofek [1977]では、家計内生産財𝑧は 1 種類とされ

ている。 

 

第 2 節 Hockman and Ofek [1977]のモデル 

Hockman and Ofek [1977]は、Becker [1965]の家計内生産モデルに基づいて地代を

分析しており、賃金および非労働所得の多寡と住宅立地との関係について議論してい

る。以下、Hockman and Ofek [1977]における付け値関数の導出を示す。式3 − 3は効

用関数であり、式3 − 4は規模に対して収穫一定（一次同次）の家計内生産関数である。

式3 − 3および式3 − 4より、家計は敷地面積𝑞から直接的に効用を得ており、敷地面積𝑞

は家計内生産関数のインプットではないと仮定されている。言い換えれば、敷地面積𝑞

は効用には必要であるが、家計内生産には必要ではないと見なされている。また、式

3 − 4は家計内生産財が 1 種類しかないことを含意している17。 

 

𝑢 = 𝑢(𝑧, 𝑞) (3 − 3) 

 

𝑧 = 𝑓(𝑥, 𝑡ℎ) (3 − 4) 

 

ここで Hockman and Ofek [1977]は式3 − 4の家計内生産関数が一次同次であること

から、式3 − 5のように家計内生産財の価格𝑃𝑧の変数を賃金𝑊のみとして取り扱ってい

る。 

 

17 家計内生産財が 1 種類しかないため、Pollak and Wachter [1975]の批判は、

Hockman and Ofek [1977]のモデルには該当しない。 
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𝑃𝑧 = 𝑃𝑧(𝑊) (3 − 5) 

 

ただし、式3 − 2から明らかなように、Becker [1965]に準じれば市場財𝑥の価格𝑃𝑋が上

昇すると家計内生産財の価格𝑃𝑧は上昇するため、式3 − 5は市場財𝑥の価格𝑃𝑋が変化しな

いという仮定を含んでいる。完全所得は、家計内生産財、敷地面積および通勤費用に

費やされ、所得制約式は式3 − 6のように表される。なお式3 − 6は、Henderson [1985]

と同様に通勤の金銭的な直接費用がゼロであることを含意している。 

 

𝑃𝑇𝑞 + 𝑃𝑧𝑧 = 𝑊(𝑡̅ − 𝜏𝐷) + 𝑉 (3 − 6) 

 

式3 − 3および式3 − 6より、ラグランジュ未定乗数法を用いて解くこととする。  

 

ℒ = 𝑢(𝑧, 𝑞) + 𝜇{𝑊(𝑡̅ − 𝜏𝐷) + 𝑉 − 𝑃𝑇𝑞 − 𝑃𝑧𝑧} 

 

一階の条件が以下のように得られる。 

 

[
 
 
 
𝜕ℒ

𝜕𝑧
=
𝜕𝑢

𝜕𝑧
− 𝜇𝑃𝑧 = 0

𝜕ℒ

𝜕𝑞
=
𝜕𝑢

𝜕𝑞
− 𝜇𝑃𝑇 = 0

 

 

解として、式3 − 7が得られる。 

𝑃𝑇 =
𝜕𝑢

𝜕𝑞
𝑃𝑧

𝜕𝑢

𝜕𝑧
⁄ (3 − 7) 

 

式3 − 5の仮定に基づき式3 − 6を CBD からの距離𝐷で微分すると、式3 − 8が得られる。

さらに、式3 − 8における地代𝑃𝑇を付け値関数𝜓に書き換えられると式3 − 8′が得られる。

式3 − 8′は完全所得を満たしながら距離𝐷を変化させる場合の支払意思額を示している。 

 

𝑃𝑇
𝜕𝑞

𝜕𝐷
+ 𝑞

𝜕𝑃𝑇
𝜕𝐷

+ 𝑃𝑧
𝜕𝑧

𝜕𝐷
= −𝜏𝑊 (3 − 8) 

 

𝜓
𝜕𝑞

𝜕𝐷
+ 𝑞

𝜕𝜓

𝜕𝐷
+ 𝑃𝑧

𝜕𝑧

𝜕𝐷
= −𝜏𝑊 (3 − 8′) 

 

また、標準的な都市経済学と同様に、居住地（すなわち CBD からの距離𝐷）に関わら

ず効用水準は一定であるという条件を設けると、式3 − 9が得られる。 
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𝜕𝑢

𝜕𝑞

𝜕𝑞

𝜕𝐷
+
𝜕𝑢

𝜕𝑧

𝜕𝑧

𝜕𝐷
= 0 (3 − 9) 

 

式3 − 9を式3 − 7に代入して得られた式を、さらに式3 − 8′に代入することで式3 − 10が

得られる。 

 

𝜕𝑃𝑇
𝜕𝐷

= −𝜏
𝑊

𝑞
(3 − 10) 

 

式3 − 10はまさしく付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ を示している。非労働所得𝑉が増えた場合、正常

財である敷地面積𝑞は増加し付け値勾配は減少する。したがって Hockman and Ofek 

[1977]は、非労働所得の高い個人は、低い個人より郊外に居住すると結論付けている。

任意の距離𝐷0において非労働所得の高い者と低い者の付け値が交差する場合、両者の

付け値曲線は図 3.3 のようになる。 

ただし図 3.3 は、非労働所得の高い者と低い者の付け値が交差する距離𝐷0が存在す

るという仮定に基づいているため、両者の付け値が交差しなければ図 3.3 のようには

ならない。図 3.4 は、非労働所得の高い者と低い者の付け値が、都市境界でともにゼ

ロになる場合の図である。図 3.4 の場合に、非労働所得の高い者と低い者のいずれが

より郊外に居住するかについて、Hockman and Ofek [1977]は言及していない。 

 

 

図 3.3 Hockman and Ofek [1977]における付け値曲線（非労働所得の多寡） 

 

付け値 

CBD からの距離𝐷 𝐷0 CBD 

非労働所得の低い者の付け値曲線 

非労働所得の高い者の付け値曲線 

非労働所得の低い者が居住 非労働所得の高い者が居住 
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図 3.4 非労働所得の高い者と低い者の付け値曲線（付け値が交差しない場合）  

 

 

 また、Hockman and Ofek [1977]は賃金の高い者と低い者のいずれかがより郊外に

居住するかについて、敷地面積の所得弾力性と、敷地面積と家計内生産財の代替の弾

力性𝜎次第であると結論づけている。ここで、敷地面積と家計内生産財の代替の弾力性

𝜎を式3 − 11のように定義されている。敷地面積の所得弾力性と敷地面積と家計内生産

財の代替の弾力性𝜎がともに 1 より大きい場合、賃金の高い者は低い者より郊外に居

住する。逆に、敷地面積の所得弾力性と敷地面積と家計内生産財の代替の弾力性𝜎がと

もに 1 より小さい場合、賃金の高い者は低い者より CBD の近くに居住する。Fujita 

[1989]は、日本では高所得者は低所得者より CBD の近くに居住する傾向があると述べ

ているため、Hockman and Ofek [1977]に従えば、敷地面積の所得弾力性と敷地面積

と家計内生産財の代替の弾力性𝜎がともに 1 より小さいと考えられる。ただし、非労働

所得の多寡についての議論と同様に、高所得者と低所得者の付け値の交差点が存在す

るという前提に基づいていることには注意が必要である。  

加えて、式3 − 7の通り、Hockman and Ofek [1977]の付け値関数𝜓(⋅)には効用水準

が含まれているため、具体的な値を導出することができない。高所得者と低所得者と

の間の効用水準の差が具体的に分からないため、異なる所得の人々で構成された都市

全体の地代曲線を導出することはできない。 

 

𝜎 =
𝑑 ln 𝑧 𝑞⁄

𝑑 ln𝑃𝑇 𝑃𝑧⁄
(3 − 11) 

 

付け値 

CBD からの距離𝐷 
CBD 

非労働所得の低い者の付け値曲線 

非労働所得の高い者の付け値曲線 
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第 3 節 3 要素（市場財・家計内時間・敷地面積）家計内生産アプローチ 

Hockman and Ofek [1977]および Fujita [1989]の付け値関数は効用水準を含むた

め、具体的な付け値の値を導出できない。そのため Hockman and Ofek [1977] およ

び Fujita [1989]は、付け値の値𝜓ではなく付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ によって住宅立地（高所

得者は低所得者より CBD の近くに居住するか、あるいは郊外に居住するか）を分析し

ている。 

他方で、効用関数ではなく家計内生産関数から付け値関数を導出することにより、

効用水準を含まない具体的な付け値の値を求められるようになる。本節ではこれまで

の議論を踏まえ以下の 6 つの仮定を置き、敷地面積以外の市場財𝑥・家計内時間𝑡ℎ・敷

地面積𝑞を投入要素とする家計内生産関数を用いた 3 要素家計内生産アプローチで分

析を行う。Hockman and Ofek [1977]は敷地面積𝑞を家計内生産関数のインプットとし

て取り扱ってはいないが、3 要素家計内生産アプローチでは家計内生産関数のインプ

ットとしている。 

 

① 敷地面積と市場財は完全に補完的であり、敷地面積の市場財弾力性𝛿および敷地面

積関数𝜑の係数𝒞は一定である。 

② 労働時間𝑡𝑤は一定である。 

③ 市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅は一定である。 

④ Hicks の合成財定理より、𝑃𝑋 = 1円とする。 

⑤ 家計は自宅から CBD まで一日 1 往復する。 

⑥ 時間の機会費用は賃金𝑊に等しい。 

 

仮定①は、家計内生産に敷地面積を要することから、市場財𝑥と敷地面積𝑞が完全補

完財であるというのは強い仮定ではないと考える。例を挙げると、料理であれば台所

が必要であるが、台所を設けるには敷地面積𝑞が必ず必要である。コンロやフライパン

といった市場財𝑥で構成されている台所と敷地面積𝑞は補完的となっている。洗濯であ

れば洗濯機が必要となるが、洗濯機を設置するには敷地面積𝑞が必ず必要である。洗濯

機という市場財𝑥と敷地面積𝑞は補完的になっている。以上のように、家計内生産にお

いて市場財𝑥と敷地面積𝑞は補完関係にあり、本研究では解を得るために市場財𝑥と敷地

面積𝑞が完全補完財であり、敷地面積の市場財弾力性𝛿および係数𝒞が一定であるとし

て、𝜑 = 𝒞𝑥𝛿と仮定している。 

仮定②は、Henderson [1985]に準じている。ただし、現実には子育て世帯など、一

定の家計内時間𝑡ℎを必要とするために労働時間𝑡𝑤が変動的な労働者も存在する。労働

時間𝑡𝑤ではなく、家計内時間𝑡ℎが固定的な場合の付け値関数の導出については、付論 C

を参照のこと。 

仮定③は、Becker [1965]に準じており、市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅は
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固定係数として仮定した 18。ここでは市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅 =

𝑃𝑋𝑥 𝑊𝑡ℎ⁄ と定義している。さらに、Hicks の合成財定理より𝑃𝑋 = 1であるため、𝜅 =

𝑥 𝑊𝑡ℎ⁄ となる。Becker [1965]において解を得るために、市場財と家計内時間について

固定係数を仮定しているように、本研究においても解を得るために同様の仮定を置い

ている。 

仮定④は、都市経済学で一般に見られる仮定である。𝑃𝑋 = 1であるために、𝑥は市場

財の量であり、かつ市場財消費額を示す。 

仮定⑤は、都市経済学で一般に見られる仮定である。実際には、CBD 以外の場所に

勤務先がある家計も存在する。また、実際の家計の住宅立地の意思決定においては、

通勤費用だけでなく、例えば消費財を購入するための小売店までの移動費用などを考

慮する可能性がある。しかし、一般の都市経済学では分析を簡単にするため、都市に

おける全ての家計の勤務先は CBD に存在すると仮定する。加えて、全ての家計は通勤

のための移動費用のみが存在し、他の目的の移動費用は存在しないものとしている。

本研究においても同様の仮定を置くが、より現実に近づけるために片道ではなく往復

の移動費用を考慮する19。 

仮定⑥は、Becker [1965]および Hockman and Ofek [1977]と同様の仮定である。時

間の機会費用（価格）は賃金𝑊に等しいものとして、家計内時間𝑡ℎおよび通勤時間の価

値を計算する20。 

以上の仮定の下で、Fujita [1989]のモデルに準じて家計内生産関数から付け値関数

を導出する。式3 − 12は 3 要素家計内生産アプローチにおける効用関数であり、式3 −

13は家計内生産関数である。式3 − 13では仮定③および仮定④に基づき、市場財消費額

𝑃𝑋𝑥 = 𝑥 = 𝜅𝑊𝑡ℎである。また、仮定①に基づき、家計内生産関数の技術係数である敷地

面積の市場財弾力性𝛿および係数𝒞が含まれている。 

 

𝑢 = 𝑢(𝑧) (3 − 12) 

 

𝑧 = 𝑓(𝑥, 𝑡ℎ, 𝑞 |𝑞 = 𝒞𝑥
𝛿, 𝑥 = 𝜅𝑊𝑡ℎ) (3 − 13) 

 

 

18 Becker [1965]においては、市場財消費額・家計内時間機会費用比率 κ は企業ない

し産業の生産関数における資本労働比率に相当しており、家計内生産関数のインプッ

ト間の比率を示している。なお仮定③は、非労働所得がゼロということを意味しては

いない。 

19 DiPasquale and Wheaton [1996]は、片道の移動費用のみ考慮しており、往復の移

動費用は考慮していない。 

20 Henderson [1985]は通勤時間の費用を、賃金𝑊ではなく余暇時間の限界効用の貨

幣価値(𝜕𝑢 𝜕𝑡ℓ⁄ ) 𝜇⁄ で測っている。 
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通勤費用𝑐(𝐷)は、式3 − 14のように金銭的な直接費用𝑐𝑝(𝐷)と、時間費用𝑊𝑡𝑐(𝐷)に分け

られると考える。𝑡𝑐(𝐷)は往復の通勤に要する時間であり、仮定⑥より時間の機会費用

は賃金𝑊に等しいことから、𝑊𝑡𝑐(𝐷)が通勤時間の費用となる。 

 

𝑐(𝐷) = 𝑐𝑝(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(𝐷) (3 − 14) 

 

また、所得制約𝐼および時間制約𝑡̅は式3 − 15および式3 − 16のようになる。所得制約𝐼は、

市場財𝑥、敷地面積𝑞および金銭的な直接費用𝑐𝑝(𝐷)に費やされる。時間制約𝑡̅は、固定的

な労働時間𝑡𝑤̅、家計内時間𝑡ℎおよび通勤時間𝑡𝑐(𝐷)に分けられる。 

 

𝐼 = 𝑊𝑡𝑤̅ + 𝑉 = 𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞 + 𝑐𝑝(𝐷) (3 − 15) 

 

𝑡̅ = 𝑡𝑤̅ + 𝑡ℎ + 𝑡𝑐(𝐷) (3 − 16) 

 

完全所得𝑆は、Becker [1965]において𝑆 = 𝑊𝑡̅ + 𝑉と定義されている。しかし、ここで

通勤費用𝑐(𝐷)を考慮した場合、家計内生産関数に寄与しないために𝑊𝑡̅ + 𝑉から通勤費

用𝑐(𝐷)を控除することが考えられる。本研究では、最低限必要な通勤費用、すなわち

CBD からの距離𝐷がゼロである場合に要する通勤費用𝑐(0)を差し引き、式3 − 17 − 1の

ように完全所得𝑆を定義する。 

 

𝑆 = 𝑊𝑡̅ + 𝑉 − 𝑐(0) (3 − 17 − 1) 

 

DiPasquale and Wheaton [1996]では、Ricardo および von Thünen の発想に基づ

き、CBD からの距離𝐷が増えると通勤費用𝑐(𝐷)の増加分を補償するように単位面積当

たりの付け値𝜓(𝐷)が下がり、よって地代総額の支払意思額𝜓(𝐷)𝑞̅が減少するとしてい

る。よって、地代総額の支払意思額𝜓(𝐷)𝑞̅と通勤費用𝑐(𝐷)の総額である𝜓(𝐷)𝑞̅ + 𝑐(𝐷)は

CBD からの距離𝐷に関わらず一定となる。𝜓(𝐷)𝑞̅ + 𝑐(𝐷)が一定であれば、所得制約𝐼 =

𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞̅ + 𝑐(𝐷)より、市場財𝑥の消費量も CBD からの距離𝐷に関わらず一定となる。 

本 研 究 で 提 案 す る 3 要 素 家 計 内 生 産 ア プ ロ ー チ に お い て も DiPasquale and 

Wheaton [1996]と同様に、通勤費用𝑐(𝐷)の増加分を補償するように地代総額の支払意

思額𝜓(𝐷)𝜑(𝐷)が下がると考える21。すなわち、式3 − 18が満たされることとなる。 

 

𝜓(0)𝜑(0) + 𝑐(0) = 𝜓(𝐷)𝜑(𝐷) + 𝑐(𝐷) (3 − 18) 

 

21 地代総額の支払意思額は、単位面積当たりの敷地面積への支払意思額である付け

値関数𝜓(𝐷)に、敷地面積関数𝜑(𝐷)を乗じることで求められる。 
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 Fujita [1989]は地代総額の支払意思額𝜓𝜑を、貨幣所得から通勤費用および市場財消

費額を差し引いた残余として取り扱っている。Fujita [1989]に準じると、CBD に居住

している（𝐷 = 0）場合の地代総額の支払意思額𝜓(0)𝜑(0)は式3 − 19 − 1のようになる。 

 

𝜓(0)𝑞(0) = 𝑊𝑡̅ + 𝑉 − 𝑐(0)⏟          
𝑆

− 𝑥 −𝑊𝑡ℎ = 𝐼 − 𝑥 − 𝑐𝑝(0) (3 − 19 − 1)
 

 

CBD に居住している（𝐷 = 0）場合と、CBD からの距離が𝐷である地点に居住して

いる場合の通勤費用の差額は𝑐(𝐷) − 𝑐(0)となる。式3 − 18が満たされるためには、CBD

からの距離が𝐷である地点に居住している場合の地代総額の支払意思額𝜓(𝐷)𝑞(𝐷)が、

CBD における地代総額の支払意思額𝜓(0)𝑞(0)より通勤費用の差額分𝑐(𝐷) − 𝑐(0)だけ少

なくなる必要がある。したがって、距離𝐷における地代総額の支払意思額𝜓(𝐷)𝑞(𝐷)は、

式3 − 19 − 2のようになる。 

 

𝜓(𝐷)𝑞(𝐷) = 𝐼 − 𝑥 − 𝑐𝑝(0) − {𝑐(𝐷) − 𝑐(0)} = 𝐼 − 𝑥 − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0) (3 − 19 − 2) 

 

付け値関数は式3 − 19 − 2の両辺を敷地面積関数𝜑で除すことで、式3 − 20のように導

出できる。 

 

𝜓 =
𝐼 − 𝑥 − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)

𝜑
(3 − 20) 

 

 DiPasquale and Wheaton [1996]では都市境界を基準に付け値𝜓を考えている。一方

で、式3 − 20では CBD を基準に付け値を考えており、このことで都市境界を所与とせ

ずに付け値の値を得ることができる。また、式3 − 20に家計内生産関数の技術および式

3 − 16を代入することで、式3 − 21が得られる。 

 

𝜓 =
𝐼 − 𝑥 − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)

𝜑
=
𝐼 − 𝜅𝑊(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷)) − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)

𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
𝛿

(3 − 21) 

 

 式3 − 21は 3 要素家計内生産アプローチによる付け値関数であり、家計内生産関数

から導出されているため効用水準を含んでいない。そのため、具体的な値を導出でき

ないという Hockman and Ofek [1977]および Fujita [1989]にあった課題が解決され

ている。また、敷地面積関数𝜑は式3 − 22のようになる。式3 − 22より賃金𝑊が増加す

ると敷地面積𝜑は増加するため、敷地面積の所得弾力性𝜕 ln𝜑 𝜕 ln 𝐼⁄ は正の値を取る。す

なわち敷地面積は正常財として扱われ、DiPasquale and Wheaton [1996]の課題であ
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った敷地面積の所得弾力性𝜕 ln𝜑 𝜕 ln 𝐼⁄ がゼロになるという課題が解決される。 

 

𝜑 = 𝒞𝑥𝛿 = 𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
𝛿

(3 − 22) 

 

式3 − 21の付け値関数は、あくまで需要側の値付けである。他方で、土地の供給は、

地主が誰に貸すかの問題となる。von Thünen および Fujita [1989]は、最大の地代を

支払うことのできる農法ないし消費者が、その土地を使用するとした。3 要素家計内

生産アプローチにおいても、von Thünen および Fujita [1989]に準じた取り扱いとす

る。しかし、高所得者が低所得者より CBD の近くに居住するのか、あるいは郊外に居

住するのかという問題に対しては、Fujita [1989]と 3 要素家計内生産アプローチでは

取り扱いが異なる。 

Fujita [1989]は図 2.2 の通り、距離𝐷0にて付け値曲線が交差する場合、付け値勾配

の高い者は低い者より CBD の近くに居住することとなると結論づけた。しかし、3 要

素家計内生産アプローチでは、次章で推定されたパラメーターを入れると、図 3.5 の

ように付け値曲線が表される。図 3.5 においては、高所得者は低所得者より付け値𝜓は

高く、付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ の絶対値は低くなっており、図 2.2 で見られた付け値曲線の

交差点𝐷0は存在しない。 

都市の全域において高所得者の方が付け値が高いため、いずれの地主も高所得者に

貸すことを希望すると考えられる。しかし、高所得者が無限にいるわけではないため、

一部の地主は高所得者に貸し、一部の地主は低所得者に貸すこととなる。したがって、

地主間で高所得者に貸すための競争がある。 

 

 

 

図 3.5 所得の高い者と低い者の付け値曲線 

付け値 

CBD からの距離𝐷 
CBD 

低所得者の付け値曲線 

高所得者の付け値曲線 
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図 3.6 所得の高い者と低い者の付け値曲線 

 

 

 図 3.6 のように、限りある高所得者に貸すために、地点 A と地点 B の地主が競争し

ているとする。ある高所得者の地点 A の付け値が𝑎、地点 B の付け値が𝑏とすると、付

け値の差額は𝑎 − 𝑏となる。このとき、地点 A の地主は𝑎より若干低く、しかし𝑏より高

い地代を提示することができる。地点 B の地主も提示する地代を𝑏より下げることが

できるが、地点 A の方が𝑎 − 𝑏だけ有利な状況にある。もし地点 A と地点 B の地主が

値下げを繰り返せば、最終的にいずれの地代もゼロに近づくこととなる。しかし、地

主間で競争があるように、借主も 1 人ではなく借主間で競争があるため、実際には地

点 A の地主が𝑎より僅かに低い地代を提示することで競争に勝ち、地点 B の地主は残

った低所得者に貸す他ない。 

 したがって、高所得者は低所得者より CBD の近くに居住することとなる。このこと

があらゆる所得間で生じるため、地主がより高所得者に貸すために値下げする幅は限

りなく小さくなる。結果として、CBD から都市境界に向かって所得の高い順に各家計

の付け値を並べたときの付け値曲線が、均衡の地代曲線と等しくなる。 

 また、式3 − 21および式3 − 22を CBD からの距離𝐷で微分することで、付け値勾配

𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ および敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ が得られる。式3 − 23で示された付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ の

正負はパラメーター次第であるが、第 4 章で推定されたパラメーターを代入すること

で負になることが確かめられる。式3 − 24で示された敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ は負になるが、

後に推定されたパラメーターを代入することでほとんどゼロに近いことが分かる22。 

 

22 Fujita [1989]における敷地面積勾配は正の値を取るが、推定されたパラメーター

を入れることでほとんどゼロとなることが次章で確かめられる。  

付け値 

CBD からの距離𝐷 
CBD 

高所得者の付け値曲線 

𝑎 

𝑏 𝑎 − 𝑏 

A B 
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𝜕𝜓

𝜕𝐷
=
{𝛿
𝐼 − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)
𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷)

+ (1 − 𝛿)𝜅𝑊}
𝑑𝑡𝑐(𝐷)
𝑑𝐷

−
𝑑𝑐(𝐷)
𝑑𝐷

𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
𝛿

(3 − 23) 

 

𝜕𝜑

𝜕𝐷
= −𝛿𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))

𝛿−1 𝑑𝑡𝑐(𝐷)

𝑑𝐷
(3 − 24) 

 

 なお、式3 − 14は、CBD への移動手段が 1 つしかないことを含意している。移動手

段が複数あるとき、通勤費用𝑐(𝐷)の変数は CBD からの距離𝐷のみとは限らない。Fujita 

and Thisse [2013]によると、米国では、高所得層は郊外に住み、低所得層が CBD 付

近に住んでいる現象がみられる。しかし、Glaeser, Kahn and Rappaport [2008]によ

ると、この米国の現象は時間費用によって説明できる。公共交通より自動車通勤の方

が通勤時間を要さないため、低所得層は公共交通を使い、高所得層は自動車を使って

通勤している23。移動手段が複数あるため、米国における通勤費用𝑐(𝐷)の変数は、CBD

からの距離𝐷のみではない。一方で、日本の三大都市圏では鉄道およびバスなどの公共

交通機関が主な通勤手段であるため、式3 − 14は妥当すると考えられる。 

  

 
23 Glaeser, Kahn and Rappaport [2008]は通勤手段ごとの移動時間を推定している。

自動車では固定的に 5.6 分要し、1 マイルごとに 1.6 分要する。バスでは固定的に

22.2 分、1 マイルごとに 2.95 分要する。地下鉄では固定的に 18.4 分、1 マイルごと

に 3.32 分要する。 
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第 4 章 名古屋圏の地代曲線のシミュレーション 

 

 本章では、標準的な都市経済学に従い円形の単一中心都市を仮定して、3 要素家計

内生産アプローチに基づき、シミュレーションによって 2019 年の名古屋圏の地代曲

線を導出する24。第一に、モデルにとって外生的に与えられているパラメーターを得る

ために、第 1 節では愛知県の 1970 年から 2018 年にかけてのデータをもとに、敷地面

積の市場財弾力性𝛿および敷地面積関数𝜑の係数𝒞を求めている。第 2 節では、鉄道利

用における移動時間および直接費用のデータをもとに、名古屋圏の通勤費用𝑐(𝐷)を推

定している。第 3 節では、2019 年の愛知県の実際のデータをもとに、仮想の所得分布

データを作成している。第 4 節では、敷地面積関数𝜑、通勤費用𝑐(𝐷)および仮想の所得

分布データをもとに、シミュレーションによって地代曲線を導出している。  

 

第 1 節 敷地面積の賃金弾力性の推定およびグレンジャー因果性検定 

 パラメーターの一つである敷地面積の市場財弾力性𝛿は、式4 − 1より、敷地面積の賃

金弾力性とも言える。したがって式4 − 2のように、対数化した敷地面積と賃金によっ

て、敷地面積の市場財弾力性𝛿を推定できる。 

 

𝜑 = 𝒞𝑥𝛿 = 𝒞(𝜅𝑊)𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
𝛿
= 𝒞𝜅𝛿(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))

𝛿
𝑊𝛿 (4 − 1) 

 

𝛿 =
𝜕 ln 𝑞

𝜕 ln𝑊
(4 − 2) 

 

 今回の敷地面積の賃金弾力性の推定では、利用可能なデータに限りがあり、一部デ

ータの脱落がある25。推定にあたって回帰式は式4 − 3のように設定した。被説明変数

は対数化された一人当たり畳数ln 𝑞𝑖𝑡、説明変数は対数化された一人当たり賃金ln𝑊𝑖𝑡お

よび対数化された 1 世帯当たり人員ln𝑀𝑖𝑡、誤差項は𝑢𝑖𝑡であり、i は標本主体を、t は時

点を表している。世帯人員が増えると共用可能なスペースが増えるという規模の経済

が働く可能性があると考え、式4 − 3の説明変数には貨幣所得だけでなく、1 世帯当た

り人員も入れている26。 

 
24 日本の三大都市圏のうち、今回のモデルが想定している円形の単一中心都市の仮定

に最も近いと考えたため、本研究では名古屋圏について分析している。また、直近の

愛知県の所得分布データは 2019 年のデータであったため、2019 年の地代曲線を導出

している。 

25 データの詳細は付論 C を参照のこと。脱落はあるものの、i 方向に 51 個、t 方向に

12 個のパネルデータとなった。 

26 森泉・高木 [1983]を踏まえて、回帰式を式4 − 3のように設定した。詳細は付論 D
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 ただし、賃金のデータは直接得られなかったため、一人当たり所得から式4 − 4のよ

うにして一人当たり賃金を算出した。2018 年度の愛知県の労働分配率は約 66.9％で

あったため、0.669 × 𝐼𝑖𝑡によって労働所得のパネルデータが得られる27。また、年間労

働時間は 2000 時間として、労働所得を 2000 で除すことで賃金𝑊𝑖𝑡を求めた28。 

 

ln 𝑞𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽1 ln𝑊𝑖𝑡 + 𝛽2 ln𝑀𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡 (4 − 3) 

 

𝑊𝑖𝑡 =
0.669 × 𝐼𝑖𝑡
2000

(4 − 4) 

 

本研究の目的は名古屋圏における地代曲線を分析することであるため、愛知県の市

町村を、より大きい母集団からのランダムなサンプルと見なすことはない。そのため、

i 方向の変量効果モデルではなく、i 方向の固定効果モデルを採用している。また、式

4 − 3は、時間変量効果および時間固定効果はないと仮定している。用意できたデータ

は t 方向に 12 個しかなく、時間変量効果および時間固定効果の有無を検定するにはデ

ータが少ないと考えられるからである29。 

 表 4.1 は推定結果であり、敷地面積の賃金弾力性𝛽1はおよそ 0.405 と推定されてい

る30。一般に経済データの計量分析では不均一分散があるため、頑健推定の結果を表

4.2 にまとめてある31。頑健推定においても、敷地面積の所得弾力性𝛽1の信頼性は保た

 

を参照のこと。 

27 愛知県「2018 年度 あいちの県民経済計算」では県民雇用者報酬が 18.8 兆円であ

り、県民所得は 28.095 兆円である。よって労働分配率は18.8 ÷ 28.095 ≈ 66.9%とな

る。本稿では 2019 年の名古屋圏の地代曲線を導出するため、2018 年度の労働分配率

を採用している。なお、2019 年度の愛知県の県民経済計算は、本稿執筆時点でまだ

公開されていない。 

28 総務省統計局「2019 年労働力調査結果」における、全産業平均年間就業時間（15

～64 歳）は 1929.9 時間であった。よって本研究では年間労働時間をおおよそ 2000

時間と仮定した。 

29 タイムダミーを加えて推定したところ、敷地面積の賃金弾力性𝛽1は-0.084898 とな

った。負の値であるため、この推定結果は賃金が増えると敷地面積が縮小することを

意味しており、現実と非整合的であると考えられる。データ数が少ないことが、この

ような推定結果となった理由の一つであると考えられる。 

30 P 値について「***」は 1％以下、「**」は 5％以下、「*」は 10％以下を示す。以下

の表においても同様である。 

31 用意できたデータは t 方向に 12 個しかないため、漸近理論に基づく頑健推定にお

いて信頼できる結果は得られないと考え、i 方向の頑健推定のみ載せている。 
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れていることが分かる。また、分散拡大係数（VIF）は、頑健推定か否かに関わらず 10

を下回っており、多重共線性はないと考えられる32。ただし、ダービン＝ワトソン統計

量は 1 に近く、系列相関はあると考えられる。表 4.3 は固定効果検定およびハウスマ

ン検定の結果である。固定効果検定およびハウスマン検定では、i 方向についての固定

効果モデルが妥当するという結果となっている。 

 

表 4.1 敷地面積の賃金弾力性の推定 

変数 係数 標準誤差 t 値 P 値 

定数項𝛼𝑖 0.727340 0.141858 5.127241 0.0000*** 

敷地面積の賃金弾力性𝛽1 0.405006 0.017003 23.81917 0.0000*** 

敷地面積の世帯人員弾力性𝛽2 -0.971289 0.027002 -35.97143 0.0000*** 

統計量 

自由度調整済み決定係数 0.939717 

ダービン＝ワトソン統計量 0.865386 

分散拡大係数（VIF） 2.245786 

 

表 4.2 敷地面積の賃金弾力性の頑健推定（ホワイトのクロスセクション法）  

変数 係数 標準誤差 t 値 P 値 

定数項𝛼𝑖 0.727340 0.390249 1.863784 0.0630* 

敷地面積の賃金弾力性𝛽1 0.405006 0.049623 8.161700 0.0000*** 

敷地面積の世帯人員弾力性𝛽2 -0.971289 0.049122 -19.77282 0.0000*** 

統計量 

分散拡大係数（VIF） 2.423843 

 

表 4.3 固定効果検定およびハウスマン検定の結果 

検定 統計量 P 値 

固定効果検定 
F 統計量 42.212482 0.0000*** 

カイ二乗統計量 866.358087 0.0000*** 

ハウスマン検定 カイ二乗統計量 143.570737 0.0000*** 

 

なお、今回推定された敷地面積の賃金弾力性 0.405 は、敷地面積の所得弾力性と一

致しており、先行研究で推定されている敷地面積の所得弾力性を上回っている 33。森

 
32 説明変数間の相関係数は-0.632 である。 

33 本研究で推定された敷地面積の所得弾力性は、敷地面積の賃金弾力性と同じく

0.405 となる。何故なら、賃金のデータが直接得られなかったために、一人当たり所
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泉・高木 [1983]は、1974 年と 1978 年の神奈川県のデータを用いて世帯主年齢層・世

帯人員別に住宅延べ床面積の所得弾力性を推定しており 11.79％から 37.5％という結

果を得ている（詳細は付論 E を参照のこと）。 

表 4.4 は、各市町村の固定係数と、名古屋都心までの距離との最小二乗法の決定係

数および相関係数を示している34。全市町村を対象とした場合、決定係数はおよそ 0.20、

相関係数はおよそ 0.44 である。名古屋都心までの距離は、各市町村の固定係数の多く

を説明できてはいないが、正の相関はあると言える35。また、名古屋都心からの距離を

限定して調べたところ、全市町村を対象とした場合と大きく変化することはなかった。

ただし、40km 圏内および 30km 圏内における相関係数の P 値は高く、信頼性は低い

と言える。加えて、ダービン＝ワトソン統計量より系列相関があると考えられること、

決定係数および相関係数が高くないこと、および式4 − 3の回帰式の変数が少ないこと

から、交絡因子が存在する可能性がある。 

 

表 4.4 各市町村における固定係数と名古屋都心までの距離との相関係数  

対象の市町村 
最小二乗法の 

決定係数 

相関係数 
i 方向のデータ数 

相関係数 P 値 

全市町村 0.195438 0.442083 0.001162*** 51 

60km 圏内 0.205136 0.452919 0.001390*** 47 

50km 圏内 0.152500 0.390513 0.007293*** 46 

40km 圏内 0.038790 0.196952 0.211241 42 

30km 圏内 0.079314 0.281628 0.101216 35 

20km 圏内 0.305221 0.552468 0.002806*** 27 

 

 

 

得から式4 − 4のようにして一人当たり賃金を算出しているからである。 

34 総務省「住宅・土地統計調査」に倣い名古屋圏の中心を名古屋市役所とし、各市役

所ないし各町村役場と、名古屋市役所との間の距離を、「各市町村の名古屋都心まで

の距離」と見なしている。なお、北名古屋市は本庁が存在しないため、西庁舎（旧西

春町役場）と名古屋市役所との距離を使用している。なお、名古屋都心までの距離と

1 世帯当たり人員は相関しており多重共線性が起きるため、式4 − 3の説明変数に 1 世

帯当たり人員を加えることはできない。 

35 式4 − 3におけるln 𝑞𝑖𝑡を被説明変数とし、対数化した CBD からの距離ln𝐷を説明変

数として単回帰分析を行った結果、ln𝐷の係数は 4.26%となった。P 値は 5%以下であ

るものの、自由度調整済み決定係数は 0.01 であり、敷地面積についての説明力は少

ないと考えられる。 
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定数項および固定係数の性質を調べるにあたって、ベイズモデルを用いることが考

えられる。付論 F では階層ベイズモデルに基づき、マルコフ連鎖モンテカルロ法によ

って導出した固定係数の分布を確認している。 

表 4.5 は単位根検定の結果であり、式4 − 3におけるln 𝑞𝑖𝑡およびln𝑊𝑖𝑡は単位根を持た

ないが、ln𝑀𝑖𝑡は単位根を持つことが分かる。そのため、ln𝑀𝑖𝑡の１階の階差（𝑑 ln𝑀𝑖𝑡）

を用いてグレンジャー因果性検定を行う必要がある。なお、経済データの多くは不均

一分散があると考えられることから、ここでは PP（フィリップス＝ペロン）検定を用

いている。 

表 4.6 はラグ 2 のグレンジャー因果性検定の結果であり、表 4.7 はラグ 5 の検定結

果である。ラグ 2 およびラグ 5 のいずれにおいても、ln𝑊𝑖𝑡のln 𝑞𝑖𝑡に対するグレンジャ

ー因果性が認められることから、賃金を敷地面積の要因として扱っている 3 要素家計

内生産アプローチを支持していると考えられる。ただし、t 方向に 12 個しかデータが

ないため、信頼できる検定結果であるとは言い難い36。 

 

表 4.5 単位根検定（PP 検定）の結果 

帰無仮説 統計量 P 値 

ln 𝑞𝑖𝑡は単位根を持つ  246.497  0.0000*** 

ln𝑊𝑖𝑡は単位根を持つ  290.541  0.0000*** 

ln𝑀𝑖𝑡は単位根を持つ  8.23173  1.0000 

𝑑 ln𝑀𝑖𝑡は単位根を持つ  130.334  0.0000*** 

 

表 4.6 ラグ 2 のグレンジャー因果性検定の結果 

帰無仮説 F 統計量 P 値 

ln𝑊𝑖𝑡はln 𝑞𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  11.5513 1.E-05*** 

ln 𝑞𝑖𝑡はln𝑊𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  21.4215 2.E-09*** 

𝑑 ln𝑀𝑖𝑡はln 𝑞𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  6.53559 0.0017*** 

ln 𝑞𝑖𝑡は𝑑 ln𝑀𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  19.0955 2.E-08*** 

 

  

 
36 式4 − 1の敷地面積関数𝜑は、賃金を原因として敷地面積が決まるという因果関係が

存在することを含意している。そのためグレンジャー因果性検定をするべきというコ

メントを頂いたこともあり、t 方向のデータ数が少ないものの本論文では時系列分析

を行っている。 
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表 4.7 ラグ 5 のグレンジャー因果性検定の結果 

帰無仮説 F 統計量 P 値 

ln𝑊𝑖𝑡はln 𝑞𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  3.45501 0.0052*** 

ln 𝑞𝑖𝑡はln𝑊𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  8.93899 1.E-07*** 

𝑑 ln𝑀𝑖𝑡はln 𝑞𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  1.77780 0.1202 

ln 𝑞𝑖𝑡は𝑑 ln𝑀𝑖𝑡に対しグレンジャー因果性を持たない  2.18051 0.0588* 

 

表 4.8 ラグ選択の検定結果 

 ラグ AIC BIC HQC 

0 -8.477662 -8.371087 -8.436149 

1 -11.60869 -11.18239 -11.44264 

2 -12.55087 -11.80485* -12.26028* 

3 -12.35998 -11.29424 -11.94485 

4 -12.20146 -10.81599 -11.66179 

5 -12.66623* -10.96103 -12.00202 

6 -12.55965 -10.53474 -11.77091 

7 -12.48697 -10.14233 -11.57369 

8 -12.37441 -9.710046 -11.33659 

9 -12.65504 -9.670950 -11.49268 

 

表 4.8 はラグ選択の検定結果であり、選択されたラグに「*」を付している。AIC（赤

池情報量規準）ではラグ 5 が、BIC（ベイジアン情報量規準）および HQC（ハンナン

＝クインの情報量規準）ではラグ 2 が選択されている。 

表 4.1 で得られた推定結果を式4 − 3に代入すると、式4 − 3′のようになる。 

 

ln 𝑞𝑖𝑡 = 0.727 + 0.405 ln𝑊𝑖𝑡 − 0.971 ln𝑀𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡 (4 − 3′) 

 

一人当たり敷地面積は、世帯人員𝑀𝑖𝑡に 1 を代入することで求められる。ln1はゼロであ

るため、よって式4 − 3′は式4 − 3′′のように書き換えられる。 

 

ln 𝑞𝑖𝑡 = 0.727 + 0.405 ln𝑊𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡 (4 − 3′′) 

 

誤差項𝑢𝑖𝑡を無視した上で式4 − 3′′と式4 − 1を比べた場合、式4 − 5が成り立つことが

分かる。 

 

𝑒0.727 ≈ 2.070 = 𝒞𝜅0.405(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
0.405

(4 − 5) 
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詳細は本章第 4 節にて後述するが、市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅は 0.311

と仮定される。年間労働時間𝑡𝑤̅は、上述の通り 2000 時間と仮定される。 

総務省「2018 年 住宅・土地統計調査」によると、家計を主に支える者（雇用者）の

名古屋市における通勤時間（片道）の中位数は 29.5 分であるため、往復の通勤時間は

59 分となる。年間の勤務日数（通勤日数）が 250 日と仮定すると、年間の通勤時間

𝑡𝑐(𝐷)の中位数は59 × 250 60⁄ = 246時間となる。よって、距離𝐷によって異なるものの、

おおよその通勤時間𝑡𝑐(𝐷)は 246 時間と仮定できる。以上のことから、式4 − 6が成り立

つ。年間の時間賦存量𝑡̅は、24 時間×365 日より、8760 時間である。 

 

2.070 = 𝒞0.3110.405(8760 − 2000 − 246)0.405 = 21.848𝒞 (4 − 6) 

 

式4 − 6より𝒞 ≈ 0.095となる。この係数𝒞を式4 − 1に代入することで、式4 − 7が得ら

れる。 

 

𝜑 = 0.095𝑥0.405 = 0.095𝜅0.405(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡𝑐(𝐷))
0.405

𝑊0.405 (4 − 7) 

 

ここで、本章第 4 節にて後述するように市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅は

0.311 とする。加えて、上述のように年間の時間賦存量𝑡̅は 8760 時間、年間労働時間𝑡𝑤̅

は 2000 時間とすると、式4 − 8が得られる。式4 − 8によって、通勤時間𝑡𝑐(𝐷)および賃

金𝑊と、敷地面積との関係が求められた。 

 

𝜑 = 0.095 × 0.3110.405(8760 − 2000 − 𝑡𝑐(𝐷))
0.405

𝑊0.405

= 0.059(6760 − 𝑡𝑐(𝐷))
0.405

𝑊0.405 (4 − 8)
 

 

 

第 2 節 通勤費用の推定 

 本節では、通勤費用𝑐(𝐷)を推定する。しかし残念ながら、距離𝐷と移動時間および直

接費用との関係を直接示すデータは存在しない37。ただし、前述の通り、総務省「2018

年 住宅・土地統計調査」によると、家計を主に支える者（雇用者）の名古屋市におけ

 
37 総務省「住宅・土地統計調査」では名古屋市役所から半径 50km 圏内における距離

帯ごとの通勤時間が調査されているが、距離帯が 10km ごとであるため、名古屋市内

における距離と通勤時間との関係は分からない。名古屋市役所から半径 10km 圏内に

は名古屋市の大半が含まれるため、より細かい距離帯での調査データでなければ名古

屋市内の距離と通勤時間との関係を示すことができないからである。なお、総務省

「住宅・土地統計調査」では、緑区を除く名古屋市は半径 10km 圏内に含まれている

としている。 
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る通勤時間（片道）の中位数は 29.5 分である。 

 そのため本研究では、名古屋圏の主要な通勤手段である鉄道利用に焦点を当て、主

要路線における移動時間および直接費用と距離との関係を分析している 38。データの

制約上、直接費用は鉄道利用のみに要すると仮定する。また、鉄道利用以外の通勤手

段に要する移動時間は鉄道利用に比例するとし、名古屋市役所から 5km の地点におけ

る通勤時間が 29.5 分になると仮定する39。 

鉄道利用における距離𝐷と移動時間および直接費用との関係を分析するにあたり、

名古屋市営地下鉄の東山線・名城線・鶴舞線・桜通線、名古屋鉄道株式会社の名古屋

本線・常滑線・犬山線、東海旅客鉄道株式会社の東海道線・中央本線、および近畿日本

鉄道株式会社の名古屋線を取り上げる40。これらの路線の各駅からの目的地は、名古屋

市役所の最寄りである市役所駅、利用者数の多い名古屋駅および栄駅、およびそれら

の近隣の駅（伏見駅・大須観音駅・矢場町駅・上前津駅・久屋大通駅・丸の内駅・国際

センター駅）とした。なお、移動に要する時間は、どの駅で乗り換えるかや列車種別

（普通列車、急行列車など）によって異なるため、平日の午前 9 時に目的地に到着す

るための最短ルートおよび最短時間を採用している。以上より、最小二乗法によって

距離と移動時間および直接費用について回帰分析したところ、表 4.9 および表 4.10 の

ようになった。 

表 4.9 より、CBD から 5km の地点における通勤時間は係数 0.87×5km+定数項

6.15=10.5 分となる。前述の通り、名古屋市における通勤時間（片道）の中位数は 29.5

分であるため、10.5 分との間には 19 分の乖離がある。この 19 分は、自宅から駅まで

の移動などの、鉄道利用以外の通勤時間であると考えられる。本研究では、鉄道利用

以外の通勤手段に要する通勤時間は、鉄道利用に比例すると仮定する41。 

 
38 総務省「平成 22 年国勢調査結果（従業地・通学地集計）」によると、名古屋市役

所が位置する名古屋市中区に名古屋市内から通勤する者は 113,454 人おり、うち

77,932 人が通勤手段に鉄道を利用している。名古屋市外からの利用交通手段別就業

者・通学者数は記載されておらず不明である。なお、平成 27 年国勢調査では、利用

交通手段別自宅外就業者・通学者数は集計されていない。  

39 前述の通り、総務省「2018 年 住宅・土地統計調査」によると名古屋市の通勤時間

の中位数は 29.5 分である。名古屋市の大半は半径 10km 圏であることから、本研究

では 10km の半分である半径 5km における通勤時間が中位数 29.5 分であると仮定す

る。 

40 国土交通省「平成 27 年大都市交通センサス 中京圏報告書」において事業者別路

線別利用者数について 1 日当たりの定期券利用者数が 10 万人を超える路線の、愛知

県内の駅のみを対象としている。移動時間および直接費用は、各事業者の時刻表およ

び料金表を参照した。 

41 通勤手段ごとの通勤時間を調査した統計データは、今回見つけられなかった。 
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表 4.9 目的地までの移動時間（分）と距離（km） 

変数 係数 標準誤差 t 値 P 値 

定数項 6.146495 0.446333 13.77110 0.0000*** 

係数 0.870385 0.019411 44.84075 0.0000*** 

 

表 4.10 目的地までの直接費用（円）と距離（km） 

変数 係数 標準誤差 t 値 P 値 

定数項 148.3636 5.729374 25.89526 0.0000*** 

係数 15.15190 0.249165 60.81074 0.0000*** 

 

鉄道利用以外を含む通勤時間が鉄道利用に比例的であるとすると、表 4.9 の係数

0.87 および定数項 6.15 から計算される通勤時間の 2.81 倍が、通勤時間𝑡𝑐(𝐷)となる42。

よって通勤時間𝑡𝑐(𝐷)は、式4 − 9のようになる。式4 − 9の係数の 2 は往復を示してお

り、250 は年間の勤務日数（通勤日数）を 250 日と仮定しているためである。また、

分単位を時間単位にするために、60 で除している。距離𝐷は km 単位である。 

 

𝑡𝑐(𝐷) = 2 × 250
(0.87 × 2.81)𝐷 + (6.146 × 2.81)

60
= 20.381𝐷 + 143.928 (4 − 9) 

 

 また同様に、金銭的な通勤の直接費用は表 4.10 より式4 − 10のようになる。 

 

𝑐𝑝(𝐷) = 2 × 250(15.15𝐷 + 148.36) = 7575.95𝐷 + 74181.8 (4 − 10) 

 

 したがって式3 − 14より、通勤費用𝑐(𝐷)は式4 − 11のようになる。 

 

𝑐(𝐷) = 𝑐𝑝(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(𝐷) = (20.381𝑊 + 7575.95)𝐷 + 143.928𝑊 + 74181.8 (4 − 11) 

 

 また、式4 − 9を式4 − 8に代入することで、式4 − 12が得られる。式4 − 12によって、

3 要素家計内生産アプローチに基づく距離𝐷および賃金𝑊と敷地面積𝜑との具体的な関

係が示された。 

 

𝜑 = 0.059(6760 − 20.381𝐷 − 143.928)0.405𝑊0.405

= 0.059(6616.072 − 20.381𝐷)0.405𝑊0.405 (4 − 12)
 

 

 

42 仮定より、29.5 ÷ 10.5 = 2.81倍した値が鉄道利用以外を含む通勤時間𝑡𝑐(𝐷)となる。 
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第 3 節 所得分布のシミュレーション 

 3 要素家計内生産アプローチにもとづき名古屋圏の地代曲線を導出するため、2019

年度の所得分布をシミュレーションによって作成した43。所得分布の作成にあたり、勤

労者世帯の年間収入階級ごとの 1 人当たり平均年間可処分所得と標準偏差をもとに、

乱数を用いて仮想データを作成した。表 4.11 には、シミュレーションの元となってい

るデータと、著者が作成したデータ（年間収入階級ごとの人口、1 人当たり平均年間可

処分所得および標準偏差）をまとめている。 

 人口は、世帯年間収入階級ごとに勤労者世帯数に平均世帯人員を乗じて小数点以下

を四捨五入した値であり、全体で約 451 万人である。1 人当たり平均年間可処分所得

は、1 世帯当たり 1 か月間の可処分所得を平均世帯人員で除して導出した。1 人当たり

平均年間可処分所得の標準偏差は、1 人当たり平均年間可処分所得に 0.221 を乗じて

計算した。この 0.221 という数値は、世帯年間収入階級ごとの人口と 1 人当たり平均

年間可処分所得から導出された標準偏差 405,000 円を、収入階級全体の 1 人当たり平

均年間可処分所得 1,829,000 円で除すことで求められた。収入階級ごとに標準偏差は

異なると考えられることから、ここでは各収入階級ごとの標準偏差は、平均値の 0.221

と仮定している44。以上より、各収入階級ごとの平均値と標準偏差をもとに、正規分布

を仮定して仮想の所得分布データをシミュレーションによって作成したところ、図 4.1

が得られた。 

今回のシミュレーションで得られた所得分布は労働所得と非労働所得が分かれてい

ない。そのため前述と同様に、2018 年度の愛知県の労働分配率より、所得金額の 66.9%

を労働所得、33.1%を非労働所得と仮定し、年間労働時間は 2000 時間とすることで、

時間当たりの賃金および 1 年当たりの完全所得𝑆が式4 − 13のように求められた。 

 

𝑆 =
0.669𝐼

2000 時間
× 24 時間 × 365 日 + 0.331𝐼 (4 − 13) 

 

式4 − 13で得られた完全所得をもとに、3 要素家計内生産アプローチにもとづいて敷

地面積に対する付け値を導出する。 

 

  

 
43 総務省「2019 年全国家計構造調査（愛知県）」における、勤労者世帯の 2018 年 11

月から 2019 年 10 月までの可処分所得の数値を用いた。 

44 収入階級間で変動係数が等しいと仮定していることとなる。  
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図 4.1 451 万人の年間収入階級別の 1 人当たり平均年間可処分所得分布（シミュレ

ーション） 

（出典）総務省「2019 年全国家計構造調査（愛知県）」より著者作成 

（注）人口は、勤労者世帯数に平均世帯人員を乗じて算出した。1 人当たり平均年間可

処分所得は、各収入階級ごとの 1 人当たり平均年間可処分所得の平均値と標準偏差を

もとに、正規分布を仮定した乱数によって作成した。各収入階級ごとの標準偏差は、

平均値に変動係数 0.221 を乗じて算出した。 
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表 4.11 所得分布シミュレーションのために作成された人口、一人当たり平均年間可処分所得および一人当たり平均年間可処分所得の標準偏差 

 

（元データの出典）総務省統計局「2019 年全国家計構造調査（愛知県）」     

（注）X はサンプル数が少ないために秘匿されている情報である。 

(金額：千円単位)
データの

出所
合計

1,000

未満
1,000-

1,500

1,500-

2,000

2,000-

2,500

2,500-

3,000

3,000-

3,500

3,500-

4,000

4,000-

4,500

4,500-

5,000

5,000-

5,500

5,500-

6,000

6,000-

6,500

6,500-

7,000

勤労者世帯数 (A) 1,851,772 17,489 65,559 14,469 72,779 88,828 130,563 104,019 132,471 93,693 117,070 113,995 164,187 88,409

平均世帯人員 (B) 2.46 1.23 1.18 1.48 1.41 1.54 1.31 1.91 2.29 1.92 2.45 2.5 2.03 2.84

1世帯当たり1か月間の可処分所得 (C) 375 115 129 153 193 228 208 283 297 314 330 367 365 368

人口 (A×B) ― 21511 77360 21414 102618 136795 171038 198676 303359 179891 286822 284988 333300 251082

1人当たり平均年間可処分所得 (D=C×12÷B) 1,829 1,121 1,316 1,238 1,643 1,777 1,909 1,776 1,555 1,963 1,616 1,760 2,158 1,556

1人当たり平均年間可処分所得の標

準偏差
(D×0.221) ― 248 291 274 364 393 423 393 344 435 358 390 478 344

データの

出所

7,000-

7,500

7,500-

8,000

8,000-

8,500

8,500-

9,000

9,000-

9,500

9,500-

10,000

10,000-

10,500

10,500-

11,000

11,000-

11,500

11,500-

12,000

12,000-

12,500

12,500-

13,000

13,000-

13,500

13,500-

14,000

勤労者世帯数 (A) 62,636 74,623 71,631 85,752 40,519 45,414 49,390 29,783 42,131 15,316 15,288 8,994 11,507 13,685

平均世帯人員 (B) 3.38 3.11 3.43 3.15 3.25 2.94 3.37 3.77 3.5 3.98 3.76 3.99 3.24 3.76

1世帯当たり1か月間の可処分所得 (C) 420 382 464 505 495 509 491 578 569 603 590 747 749 699

人口 (A×B) 211710 232078 245694 270119 131687 133517 166444 112282 147459 60958 57483 35886 37283 51456

1人当たり平均年間可処分所得 (D=C×12÷B) 1,490 1,473 1,624 1,923 1,829 2,076 1,748 1,840 1,949 1,818 1,882 2,247 2,773 2,230

1人当たり平均年間可処分所得の標

準偏差
(D×0.221) 330 326 359 426 405 460 387 407 432 403 417 497 614 494

データの

出所

14,000-

14,500

14,500-

15,000

15,000-

15,500

15,500-

16,000

16,000-

16,500

16,500-

17,000

17,000-

17,500

17,500-

18,000

18,000-

18,500

18,500-

19,000

19,000-

19,500

19,500-

20,000

20,000

以上

勤労者世帯数 (A) 10,708 14,111 8,103 4,730 5,861 1,614 2,821 2,915 8,602 5,522 1,176 1,255 14,153

平均世帯人員 (B) 3.48 3.27 3.51 5 2.9 X 3.05 X 3.07 2.88 X X 3.35

1世帯当たり1か月間の可処分所得 (C) 683 764 731 803 816 X 575 X 978 501 X X 1,020

人口 (A×B) 37264 46143 28442 23650 16997 X 8604 X 26408 15903 X X 47413

1人当たり平均年間可処分所得 (D=C×12÷B) 2,355 2,802 2,499 1,927 3,376 X 2,263 X 3,823 2,086 X X 3,654

1人当たり平均年間可処分所得の標

準偏差
(D×0.221) 521 620 553 427 747 X 501 X 846 462 X X 809

著者

作成

元データ

著者

作成

元データ

著者

作成

元データ
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第 4 節 都市全体の地代曲線（付け値曲線） 

 前節までで、敷地面積関数𝜑および通勤費用𝑐(𝐷)を推定した。前節までで明らかにな

っていないパラメーターは市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅である。 

総務省統計局「2019 年全国家計構造調査（愛知県）」における全収入階級平均の勤

労者世帯 1 世帯当たり 1 か月間の消費支出は 254,427 円であったため、254,427 円×12

ヶ月より勤労者世帯 1 世帯当たり年間消費支出は 3,053,124 円となる。他方で、1 世

帯当たり 1 か月間の可処分所得は 374,986 円であるため、374,986 円×12 ヶ月より年

間の勤労者世帯 1 世帯当たり可処分所得は 4,499,832 円である。この 4,499,832 円の

うち前節同様に 66.9%が年間労働所得であると考えられ、式4 − 14のように年間労働

所得を年間労働時間（2000 時間）で除すことで賃金𝑊が分かる45。 

 

𝑊 = 4,499,832 × 66.9%÷ 2000 = 1,505 (4 − 14) 

 

式4 − 14で得られた賃金𝑊に、年間の家計内時間𝑡ℎをかけることで式4 − 15のように年

間の家計内時間機会費用𝑊𝑡ℎが分かる46。 

 

𝑊𝑡ℎ = 1,505 × 6514 = 9,805,449 (4 − 15) 

 

年間消費支出（3,053,124 円）を、式4 − 15で得られた家計内時間機会費用𝑊𝑡ℎで除す

ことで、市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅が分かる。式4 − 16を式4 − 5に代入

することで式4 − 6が求められ、式4 − 12のように具体的な敷地面積関数𝜑が求められた。 

 

𝜅 = 3,053,124 9,805,449⁄ = 0.311 (4 − 16) 

 

式3 − 21に式4 − 12を代入し、上述のように年間の時間賦存量𝑡̅は 8760 時間、年間労

働時間𝑡𝑤̅は 2000 時間とすることで、式4 − 17が得られる。 

 

𝜓 =
𝐼 − 𝜅𝑊(6760 − 𝑡𝑐(𝐷)) − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)

0.059(6616.072 − 20.381𝐷)0.405𝑊0.405
(4 − 17) 

 

 式4 − 17に、式4 − 9で得られた通勤時間𝑡𝑐(𝐷)、式4 − 11で得られた通勤費用𝑐(𝐷)およ

 

45 前述と同様に、年間労働時間は 2000 時間と仮定する。 

46 式4 − 6と同様に、時間賦存量（8760 時間）から労働時間（2000 時間）および通勤

時間（246 時間）を差し引くことで、家計内時間 6514 時間が求められる。 
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び式4 − 16で得られた市場財消費額・家計内時間機会費用比率𝜅を代入することで、式

4 − 18が得られる。 

 

𝜓 =
𝐼 − 2060.047𝑊 − 7575.95𝐷 − 14.035𝐷𝑊 − 74181.8

0.059(6616.072 − 20.381𝐷)0.405𝑊0.405
(4 − 18) 

 

さらに、都市の土地利用には住宅地以外に、道路や公園などが存在する。そのため、

都市住人の住宅の敷地面積の合計より都市規模は大きくなる。本研究でのシミュレー

ションにおける都市規模は、都市住人の敷地面積需要の合計の 2.97 倍と仮定した47。

また、名古屋市内の住宅地では建ぺい率が定められており、本研究では建ぺい率を 0.6

と仮定した48。通勤距離𝐷は、自分より所得の高い人（自分より CBD に近い立地に居

住する人）の敷地面積の合計を𝑄とすると、𝐷 = √2.97𝑄 0.6𝜋⁄ という形で求められる49。

以上の手順で行ったシミュレーションによって、図 4.2 のように地代曲線が得られた。

地代曲線は右下がりとなり、都市境界はおよそ 14km となった50。 

 
47 愛知県「2020 年版 土地に関する統計年報」によると、2019 年 10 月 1 日時点にお

ける名古屋市の行政面積は 32,650ha であり、住宅地は 11,006ha である。そのため、

居住密度を32,650 ÷ 11,006 ≈ 2.97として、シミュレーションを作成した。  

48 建ぺい率は、用途地域および市町村によって異なっている。名古屋市「名古屋市都

市計画決定一覧 地域地区 用途地域（最終告示：令和 3 年 9 月 9 日）」では、第

1 種住居地域（7,193ha）、第 2 種住居地域（3,135ha）および第 2 種中高層住居専用

地域（1,953ha）の建ぺい率は 0.6 以下である。一方で、第 1 種低層住居専用地域

（4,958ha）および第 2 種低層住居専用地域（90ha）の建ぺい率は 0.3、0.4、0.5 の

いずれかであり、第 1 種中高層住居専用地域（1,006ha）は 0.5 ないし 0.6 である。

本研究では、面積の多くを占める第 1 種住居地域および第 2 種住居地域の建ぺい率で

ある 0.6 に準じた。 

49 データの制約上、一人当たり畳数が敷地面積に等しいと仮定している。実際には

「居住室の畳数」だけでなく台所や風呂などの敷地面積が存在するため、式4 − 12で

求められる面積より実際の敷地面積の方が広いと考えられる。 

50 本研究でのシミュレーションでは、全ての住宅は 1 階建てと仮定しているため、

高層住宅があれば、都市境界は図 3 より小さくなる。なお、実際の都市においては、

CBD 付近は郊外に比べて容積率が高くなる傾向があるため、地代曲線の傾きは図 3

より高くなると考えられる。しかし、建物の高さと建築費用との関係を示すデータに

今回アクセスできず、建物の高さの決定をモデル内で取り扱うことができなかったた

め、本稿では全住宅が 1 階建てと仮定している。建物の高さの決定モデルについて

は、O’Sullivan [2019]を参照のこと。 
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図 4.2 仮想の所得分布データにもとづいて作成された地代曲線 

（出典）451 万人の仮想の所得分布データをもとに著者作成 

 

 

図 4.2 で得られた地代曲線を実際のデータと比較するべきであるが、残念ながら日

本には利用可能な地代についてのデータは存在しない。一般に観察される家賃には、

住宅の質が反映されており、住宅の質の効果を除いた家賃を算出することができない

からである。そのため参考として、図 4.3 および図 4.4 のように 2019 年 1 月 1 日基準

の愛知県内の標準地のうち、住宅地の公示地価の分布図を作成した51。 

図 4.3 は、名古屋市役所を中心とする 20km 圏内のサンプルのうち、100 万円以下

の地点についてプロットしている52。少数の極めて地価の高い地点を省くことで、図

 
51 国土交通省のホームページによると、公示地価とは、国土交通省土地鑑定委員会が

毎年１回公示する標準地の価格である。標準地は、区域全体の地価水準をできる限り

代表していることや、土地の利用状況・環境・地積・形状等が中庸であることに留意

して選定されている。本研究では、国土交通省の土地総合情報システム

（https://www.land.mlit.go.jp/webland/）を用いて、愛知県内の標準地の公示地価デ

ータを入手した。ただし、公示地価はあくまで参考値であり、市場で決まる実勢価格

とは異なることには注意が必要である。 

52 総務省「住宅・土地統計調査」に倣い名古屋圏の中心を名古屋市役所としている。  
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4.3 より地価と CBD からの距離𝐷との関係を把握することができる。図 4.4 は参考と

して、20km 圏内の全サンプルをプロットしている。なお、地価が 100 万円以上の地

点は全体の 3.5％である。 

ただし、地代と地価は異なる概念であり、地代と地価の比率の決定のメカニズムは

定かではない53。地価には、地代だけでなく期待や時間選好率が影響するため、一般的

にどのような値を取るかは不明である。図 4.2 と図 4.3 を比較すると、おおよそ近し

い形であると考えられる。両者とも右下がりであり、傾きは CBD から離れるにしたが

って緩やかになっている。図 4.2 では都市境界付近で地価がゼロになっているが、実

際には公営住宅（家賃補助）や生活保護などの制度によって地価がゼロになることは

ないと考えられる。 

 

 

図 4.3 愛知県内の標準地の公示地価（2019 年 1 日 1 日基準、100 万円以下） 

（出典）国土交通省「土地総合情報システム」より著者作成 

（注）用途地域は住宅地に限定している。著者は「土地総合情報システム」に掲載さ

れている標準地の住所をもとに、名古屋市役所からの距離を計算した。また、地価が

100 万円以上の地点は省略している。  

 

53 図 4.2 における最高年間地代は 45,000 円ほどである。仮に割引率が年率 10％であ

れば年間地代 45,000 円の土地の地価は 450,000 円になり、年率 5％であれば地価は

900,000 円になると考えられ、公示地価と大きく乖離してはいないと考えられる。た

だし、図 4.2 は全ての住宅が 1 階建てである場合であり、高層住宅のある土地の地代

は図 4.2 より高くなると考えられる。詳細は O’Sullivan [2019]を参照のこと。 
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図 4.4：愛知県内の標準地の公示地価（2019 年 1 日 1 日基準） 

（出典）国土交通省「土地総合情報システム」より著者作成 

（注）用途地域は住宅地に限定している。著者は「土地総合情報システム」に掲載さ

れている標準地の住所をもとに、名古屋市役所からの距離を計算した。  

 

 

 また、式4 − 12を距離𝐷で微分することで式4 − 19のように具体的な敷地面積勾配

𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ が得られる。CBD に居住している場合は𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ = −0.0026𝑊0.405であり、CBD か

ら 50km の地点に居住している場合は𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ = −0.0029𝑊0.405である。すなわち、CBD

に居住している場合は 1 時間当たり賃金𝑊が 242 万円超、CBD から 50km の地点に居

住している場合は 1 時間当たり賃金𝑊が 189 万円超の場合に敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ の絶

対値が 1 以上となる。1 時間当たり賃金𝑊が 242 万円以上あるいは 189 万円超という

のは現実的ではないため、式4 − 19より、3 要素家計内生産アプローチでは敷地面積勾

配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ はほとんどゼロであると言える。 

 

𝜕𝜑

𝜕𝐷
= −0.487

𝑊0.405

(6616.072 − 20.381𝐷)0.595
(4 − 19) 

 

愛知県の実際のデータから観察される敷地面積勾配については本章第 1 節の表 4.4

の通り、各市町村の固定係数と、名古屋都心までの距離との最小二乗法の決定係数は

およそ 0.20 であり、P 値も低いとは言えず、データから決定的なことは言えない。  

他方で、Fujita [1989]のモデルにおける敷地面積勾配𝜕𝜑(𝐷, 𝑢̅) 𝜕𝐷⁄ を正の値を取るが、
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効用水準を含んでいるため具体的な値は分からない54。また前述の通り、DiPasquale 

and Wheaton [1996]のモデルでは、敷地面積勾配はゼロとなっている。Hockman and 

Ofek [1977]のモデルでは、敷地面積勾配の具体的な値は示されていない。  

さらに、Fujita [1989]、DiPasquale and Wheaton [1996]および Hockman and Ofek 

[1977]のいずれの研究においても、敷地面積関数ないし敷地面積勾配の実証分析はな

されていない。 

 

 

  

 

54 詳細は付論 B を参照のこと。 
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第 5 章 結論および残された研究課題 

 

 第 1 章では地代論の変遷を概観し、とりわけ都市経済学の基礎となっている von 

Thünen [1826]のモデルについて確認した。第 2 章では、Fujita [1989]のモデルでは

具体的な付け値の値が得られないこと、DiPasquale and Wheaton [1996]のモデルで

は敷地面積が正常財にならず、さらに都市境界を内生的に決定できないことを確認し

た。第 3 章では、Becker [1965]および Hockman and Ofek [1977]を踏まえ、市場財、

家計内時間および敷地面積の 3 要素を家計内生産関数の投入要素とする 3 要素家計内

生産アプローチについて説明した。第 4 章では、地代曲線および敷地面積勾配につい

て統計分析を行った。地代曲線については、地代を直接示すデータがないことから、

地代曲線についての直接的な実証分析はできない。代わりに 3 要素家計内生産アプロ

ーチによる地代曲線を示した図 4.2 と、公示地価の分布を示す図 4.3 の形状が近しい

ことを確認している。 

 

第 1 節 結論 

本研究では、標準的な都市経済学の問題点を踏まえ、効用関数ではなく家計内生産

関数から付け値関数を導出することを試みた。Fujita [1989]は付け値関数の導出にあ

たり、貨幣所得から通勤費用および市場財消費額を除いた残余を敷地面積で除してい

る。本研究の 3 要素家計内生産アプローチでは、Fujita [1989]に準じ、貨幣所得では

なく完全所得から、通勤費用の増加分、市場財消費額および家計内時間機会費用を除

いた残余を敷地面積で除すことで付け値関数を求めている。  

3 要素家計内生産アプローチにおける通勤費用の取り扱いについては、DiPasquale 

and Wheaton [1996]に準じている。DiPasquale and Wheaton [1996]においては、通

勤費用の差額が地代総額の支払意思額の差額に等しくなるとされている。言い換えれ

ば、より郊外に向かうことで CBD からの距離が増え、通勤費用は増加するが、その通

勤費用の増加分を補償するように地代総額の支払意思額は減少するとされている。3 要

素家計内生産アプローチにおいても、通勤費用の増加分を補償するように地代総額の

支払意思額は減少するとして、付け値関数を導出している。  

効用関数ではなく家計内生産関数から付け値関数を導出することで、具体的な付け

値の値が得られ、敷地面積を正常財として取り扱うことが可能となり、なおかつ図 4.2

のように都市全体の具体的な地代曲線を導出することができた。ただし、実際の地代

の決定においては、固定資産税や公営住宅（家賃補助）など様々な税制・補助金が存

在するため、シミュレーションの結果と現実のデータには相違があると考えられる。  
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第 2 節 残された研究課題 

残された研究課題としては、第一に、家計内生産関数における市場財と家計内時間

の代替が挙げられる。本研究における 3 要素家計内生産アプローチでは、Becker [1965]

と同様、解を得るために市場財と家計内時間における固定係数を仮定している。他方

で、実際の家計内生産においては市場財と家計内時間との間に代替が存在すると考え

られる。さらに単身世帯か否かなどの世帯の家族類型によって代替の弾力性は異なる

と考えられる。本研究では、市場財と家計内時間が代替する家計内生産関数の具体化

には至っておらず、ゆえに解を得るために固定係数を仮定している。固定係数を仮定

していることで、本研究の 3 要素家計内生産アプローチでは労働時間と家計内時間の

時間配分を内生的に決定することができていない。固定係数を仮定しない家計内生産

関数、すなわち市場財と家計内時間が代替する家計内生産関数の推定および具体化は、

今後の課題となっている。 

第二に、容積率のシミュレーション分析が挙げられる。第 4 章のシミュレーション

では、全ての住宅は 1 階建てと仮定されている。他方で、実際の都市では CBD 付近は

郊外に比べて高層住宅が多く、容積率が高くなっている。O’Sullivan [2019]は建物の

高さを決定するモデルを提示しているが、O’Sullivan [2019]のモデルを具体的に応用

するには、建築費用のデータが必要となる。今回、建築費用のデータにアクセスでき

なかったため、本研究のシミュレーションでは全ての住宅が 1 階建てであり、容積率

が都市圏内で一様と仮定されている。建築費用のデータの収集し、モデル内で建物の

高さを決定することは今後の課題となっている。 

第三に、敷地面積勾配の正負の判定が挙げられる。本研究で行った愛知県のデータ

分析では、表 4.4 の通り、敷地面積勾配の正負について決定的なことを言うことはで

きなかった。他方で、3 要素家計内生産アプローチに基づく敷地面積勾配は、ほぼゼロ

であることを式4 − 19によって確認した。なお、Alonso [1964]、Hockman and Ofek 

[1977]、Henderson [1985]、Fujita [1989]、DiPasquale and Wheaton [1996]、Bruekner 

[2011]および O’Sullivan [2019]において、地代曲線および敷地面積勾配についての実

証分析は示されていない。敷地面積勾配は Fujita [1989]のモデルが示しているように

正の値を取るのか、あるいは 3 要素家計内生産アプローチが示すようにほぼゼロの値

を取るのかは、愛知県以外のデータも含めて検証する必要があり、今後の課題となっ

ている。 

第四に、都市人口および所得分布の内生化が挙げられる。本論文の 3 要素家計内生

産アプローチは動学モデルではないため、第 4 章のシミュレーションでは、都市人口

および所得分布を所与として名古屋圏の地代曲線を導出している。都市の成長を分析

する上で必要となる都市人口と所得分布の内生化については、今後に残された研究課

題となっている。  
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付論 A Henderson [1985]のモデル 

Henderson [1985]では、効用関数を具体的に対数線形型と仮定した場合の付け値関

数𝜓(⋅)および付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ を示している。そのとき、個人は式𝐴 − 1を解くことと

なる。なお、Henderson [1985]の原書では敷地面積以外の市場財が 2 種類あるとして

いるが、付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ などの導出には影響しないため、式𝐴 − 1では 1 種類にして

いる55。また、原書では敷地面積ではなく住宅サービスと定義されているが、ここでは

他のモデルとの比較のために敷地面積と読み替えている。 

 

[
max𝑢 = 𝐴𝑞𝛼𝑞𝑥𝛼𝑥𝑡ℓ

𝛼ℓ

𝑠. 𝑡.    𝐼 = 𝑃𝑇𝑞 + 𝑃𝑥𝑥,   𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ = 𝑡ℓ + 𝜏𝐷
(𝐴 − 1) 

 

式𝐴 − 1について、ラグランジュ未定乗数法を用いると、以下のように解くこととなる。 

 

ℒ = 𝐴𝑞𝛼𝑞𝑥𝛼𝑥𝑡ℓ
𝛼ℓ + 𝜇(𝐼 − 𝑃𝑇𝑞 − 𝑃𝑥𝑥) + 𝜆(𝑡̅ − 𝑡𝑤̅ − 𝑡ℓ − 𝜏𝐷) 

 

一階の条件が以下のように得られる。 

 

[
 
 
 
 
 
 
 
 

𝜕ℒ

𝜕𝑥
= 𝛼𝑥𝐴𝑞

𝛼𝑞𝑥𝛼𝑥−1𝑡ℓ
𝛼ℓ − 𝜇𝑃𝑥 = 0

𝜕ℒ

𝜕𝑞
= 𝛼𝑞𝐴𝑞

𝛼𝑞−1𝑥𝛼𝑥𝑡ℓ
𝛼ℓ − 𝜇𝑃𝑇 = 0

𝜕ℒ

𝜕𝑡ℓ
= 𝛼ℓ𝐴𝑞

𝛼𝑞𝑥𝛼𝑥𝑡ℓ
𝛼ℓ−1 − 𝜆 = 0

𝜕ℒ

𝜕𝐷
=
𝜕𝑢

𝜕𝑡ℓ

𝜕𝑡ℓ
𝜕𝐷

− 𝜇𝑞
𝜕𝑃𝑇
𝜕𝐷

− 𝜆 (
𝜕𝑡ℓ
𝜕𝐷

+ 𝜏) = 0

 

 

解として、式𝐴 − 2が得られる。𝜇は所得の限界効用を、𝜆は余暇時間の限界効用を示す。 

 

[
 
 
 
 
 
 𝑃𝑥 =

𝛼𝑥
𝛼𝑞 + 𝛼𝑥

𝐼

𝑥

𝑃𝑇 =
𝛼𝑞

𝛼𝑞 + 𝛼𝑥

𝐼

𝑞

𝑞
𝜕𝑃𝑇
𝜕𝐷

=
1

𝜇
{
𝜕𝑢

𝜕𝑡ℓ

𝜕𝑡ℓ
𝜕𝐷

− 𝜆 (
𝜕𝑡ℓ
𝜕𝐷

+ 𝜏)} = −
𝜏

𝜇

𝜕𝑢

𝜕𝑡ℓ

(𝐴 − 2) 

 

式𝐴 − 2の第 3 式における地代𝑃𝑇を付け値𝜓と読み替えて変形すると式𝐴 − 3が得られる。 

 

55 表 2.1 と同様の取り扱いである。 
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𝜕𝜓

𝜕𝐷
= −

1

𝑞𝜇

𝜕𝑢

𝜕𝑡ℓ
𝜏 = −

1

𝑞𝜇
𝜆𝜏 (𝐴 − 3) 

 

式𝐴 − 3は付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ を示しているが、敷地面積𝑞の値は解けておらず、また所

得の限界効用𝜇および余暇時間の限界効用𝜆の具体的な値は分からない。そのため、式

𝐴 − 3で示された付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ について、具体的な値を得ることはできない。敷地

面積𝑞の値が解けていない理由は、式𝐴 − 1において、変数の数に対して式の数が不足し

ていることにある。 
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付論 B  Fujita [1989]のモデル 

Fujita [1989]では、効用関数を具体的に対数線形型と仮定した場合の付け値関数𝜓(⋅)

および敷地面積関数𝜑(⋅)を示している。そのとき、個人は式𝐵 − 1を解くこととなる。

ただし𝛼𝑞 + 𝛼𝑥 = 1である。 

 

[
max𝑢 = 𝛼𝑞 log 𝑞 + 𝛼𝑥 log 𝑥

𝑠. 𝑡.   𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞 = 𝐼 − 𝑐(𝐷)
(𝐵 − 1) 

 

式𝐵 − 1について、ラグランジュ未定乗数法を用いると、以下のように解くこととなる。 

 

ℒ = 𝛼𝑞 log 𝑞 + 𝛼𝑥 log 𝑥 + 𝜇{𝐼 − 𝑐(𝐷) − 𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞} 

 

一階の条件が以下のように得られる。 

 

[
 
 
 

𝜕ℒ

𝜕𝑥
=
𝛼𝑥
𝑥
− 𝜇 = 0

𝜕ℒ

𝜕𝑞
=
𝛼𝑞
𝑞
− 𝜇𝑃𝑇(𝐷) = 0

 

 

解として、式𝐵 − 2が得られる。𝜇は所得の限界効用である。 

 

[
𝑃𝑇(𝐷) =

𝛼𝑞

𝛼𝑥

𝑥

𝑞

𝜇 =
𝛼𝑥
𝑥

(𝐵 − 2) 

 

個人は CBD からの距離𝐷に関わらず一定の効用水準（𝑢 = 𝑢̅）を得られるとすると、効

用関数から式𝐵 − 3を得る。 

 

𝑥 = exp {
𝑢̅ − 𝛼𝑞 log 𝑞

𝛼𝑥
} = 𝑞

−
𝛼𝑞
𝛼𝑥𝑒

𝑢̅
𝛼𝑥 (𝐵 − 3) 

 

また、付け値関数𝜓(⋅)は式𝐵 − 4のように定義されている。 

 

𝜓(𝐷, 𝑢̅) = max
𝑥,𝑞

{
𝐼 − 𝑐(𝐷) − 𝑥

𝑞 |𝛼𝑞 log 𝑞 + 𝛼𝑥 log 𝑥 = 𝑢̅} (𝐵 − 4) 

 



55 

 

 

式𝐵 − 3を代入して式𝐵 − 4を解くことで、敷地面積関数𝜑(⋅)が得られる。 

 

max
𝑥,𝑞

{
𝐼 − 𝑐(𝐷) − 𝑥

𝑞 |𝛼𝑞 log 𝑞 + 𝛼𝑥 log 𝑥 = 𝑢̅} = max
𝑞
[
𝐼 − 𝑐(𝐷)

𝑞
− 𝑞

−
𝛼𝑞
𝛼𝑥
−1
𝑒
𝑢̅
𝛼𝑥] 

 

∴    
𝜕𝜓

𝜕𝑞
= −

𝐼 − 𝑐(𝐷)

𝑞2
+ (
𝛼𝑞

𝛼𝑥
+ 1)𝑞

−
𝛼𝑞
𝛼𝑥
−2
𝑒
𝑢̅
𝛼𝑥 = 0 

 

∴    𝑞 = (
𝛼𝑞 + 𝛼𝑥

𝛼𝑥

1

𝐼 − 𝑐(𝐷)
)

𝛼𝑥
𝛼𝑞
𝑒
𝑢̅
𝛼𝑞 

 

この式を式𝐵 − 4に代入することで、付け値関数𝜓(⋅)が得られる。 

 

𝜓(𝐷, 𝑢̅) =
𝐼 − 𝑐(𝐷) − (

𝛼𝑞 + 𝛼𝑥
𝛼𝑥

1
𝐼 − 𝑐(𝐷)

)
−1

(
𝛼𝑞 + 𝛼𝑥
𝛼𝑥

1
𝐼 − 𝑐(𝐷)

)

𝛼𝑥
𝛼𝑞
𝑒
𝑢̅
𝛼𝑞

=
𝛼𝑞

𝛼𝑞 + 𝛼𝑥
(

𝛼𝑥
𝛼𝑞 + 𝛼𝑥

)

𝛼𝑥
𝛼𝑞
{𝐼 − 𝑐(𝐷)}

𝛼𝑞+𝛼𝑥
𝛼𝑞 𝑒

−
𝑢̅
𝛼𝑞 

 

以上をまとめると、付け値関数𝜓(⋅)および敷地面積関数𝜑(⋅)が式𝐵 − 5のように得られ

る。 

[
 
 
 
 𝜓(𝐷, 𝑢̅) = 𝛼𝑞𝛼𝑥

𝛼𝑥
𝛼𝑞{𝐼 − 𝑐(𝐷)}

1
𝛼𝑞𝑒

−
𝑢̅
𝛼𝑞

𝜑(𝐷, 𝑢̅) = (
1

𝛼𝑥

1

𝐼 − 𝑐(𝐷)
)

𝛼𝑥
𝛼𝑞
𝑒
𝑢̅
𝛼𝑞

(𝐵 − 5) 

 

式𝐵 − 5には𝑢̅が含まれており、𝑢̅は具体的にどのような値を取るのか分からないた

め、Fujita [1989]のモデルからは具体的な付け値および敷地面積の値は得られない。 

式𝐵 − 2に式𝐵 − 3および式𝐵 − 5を代入することで、所得の限界効用が得られる。 

 

𝜇 =
𝛼𝑥
𝑥
= 𝛼𝑥𝑒

−
𝑢̅
𝛼𝑥
1

𝛼𝑥

1

𝐼 − 𝑐(𝐷)
𝑒
𝑢̅
𝛼𝑥 =

1

𝐼 − 𝑐(𝐷)
(𝐵 − 6) 

 

式𝐵 − 5を所得𝐼で微分することで、式𝐵 − 7が得られる。 
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[
 
 
 
 𝜕𝜓(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐼
= 𝛼𝑥

𝛼𝑥
𝛼𝑞𝑒

−
𝑢̅
𝛼𝑞{𝐼 − 𝑐(𝐷)}

𝛼𝑥
𝛼𝑞 [1 −

𝜕𝑢̅

𝜕𝐼
{𝐼 − 𝑐(𝐷)}]

𝜕𝜑(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐼
= 𝛼𝑞

−1𝛼𝑥

−
𝛼𝑥
𝛼𝑞𝑒

𝑢̅
𝛼𝑞{𝐼 − 𝑐(𝐷)}

−
𝛼𝑥
𝛼𝑞 [
𝜕𝑢̅

𝜕𝐼
−

𝛼𝑥
𝐼 − 𝑐(𝐷)

]

(𝐵 − 7) 

 

式𝐵 − 7における所得の限界効用𝜕𝑢̅ 𝜕𝐼⁄ に、式𝐵 − 6を代入することで、式𝐵 − 8が得られ

る。 

 

[
 
 
 
 𝜕𝜓(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐼
= 𝛼𝑥

𝛼𝑥
𝛼𝑞𝑒

−
𝑢̅
𝛼𝑞{𝐼 − 𝑐(𝐷)}

𝛼𝑥
𝛼𝑞(1 − 1) = 0

𝜕𝜑(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐼
= 𝛼𝑞

−1𝛼𝑥

−
𝛼𝑥
𝛼𝑞𝑒

𝑢̅
𝛼𝑞{𝐼 − 𝑐(𝐷)}

−
𝛼𝑥
𝛼𝑞 {

𝛼𝑞

𝐼 − 𝑐(𝐷)
} > 0

(𝐵 − 8) 

 

式𝐵 − 8より、所得の増加とともに、敷地面積は増加するが、付け値は変わらないこと

が示された。しかし、一般に高所得者層の支払意思額は低所得者層より高いと言える

ため、Fujita [1989]の付け値関数𝜓(⋅)の妥当性には留意が必要である。 

また、式𝐵 − 5を CBD からの距離𝐷で微分することで、式𝐵 − 9が得られる。式𝐵 − 9

は、付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ および敷地面積勾配𝜕𝜑 𝜕𝐷⁄ を示している。 

 

[
 
 
 
 𝜕𝜓(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐷
= −𝛼𝑥

𝛼𝑥
𝛼𝑞{𝐼 − 𝑐(𝐷)}

𝛼𝑥
𝛼𝑞𝑒

−
𝑢̅
𝛼𝑞
𝜕𝑐(𝐷)

𝜕𝐷
< 0

𝜕𝜑(𝐷, 𝑢̅)

𝜕𝐷
= 𝛼𝑥

1−
𝛼𝑥
𝛼𝑞 1

𝛼𝑞
(𝐼 − 𝑐(𝐷))

−
1
𝛼𝑞𝑒

𝑢̅
𝛼𝑞
𝜕𝑐(𝐷)

𝜕𝐷
> 0

(𝐵 − 9) 

 

 式𝐵 − 9より、CBD からの距離𝐷が増えるとともに、すなわち CBD から郊外に向か

うとともに、付け値は低下し、敷地面積は増加することが示された。  
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付論 C 家計内時間が固定的な場合の付け値関数 

第 3 章第 3 節で述べた 3 要素家計内生産アプローチでは、仮定②として労働時間𝑡𝑤

を固定的に扱っていた。他方で、子育て中などの理由によって家計内時間𝑡ℎが固定的で

あり労働時間𝑡𝑤が可変的な個人も存在する。家計内時間𝑡ℎが固定的である場合、式3 −

12の効用関数、式3 − 13の家計内生産関数および式3 − 14の通勤費用𝑐(𝐷)は共通である

が、式3 − 15の所得制約および式3 − 16の時間制約は、式3 − 15′および式3 − 16′のよう

に書き換えられる。式3 − 15′および式3 − 16′より、郊外に居住することで通勤時間が

増加すると、労働時間𝑡𝑤が減少し、所得𝐼が減少する。 

 

𝐼 = 𝑊𝑡𝑤 + 𝑉 = 𝑥 + 𝑃𝑇(𝐷)𝑞 + 𝑐𝑝(𝐷) (3 − 15′) 

 

𝑡̅ = 𝑡𝑤 + 𝑡ℎ̅ + 𝑡𝑐(𝐷) (3 − 16′) 

 

同様にして、式3 − 20は式3 − 20′のように書き換えられる。式3 − 20（労働時間𝑡𝑤が

固定的な場合の付け値）に比べて、式3 − 20′（家計内時間𝑡ℎが固定的な場合の付け値）

が高いか低いかは、家計内時間𝑡ℎの値に依存する。 

 

𝜓 =
𝐼 − 𝑥 − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)

𝜑
=
𝑊(𝑡̅ − 𝑡ℎ̅ − 𝑡𝑐(𝐷)) + 𝑉 − 𝜅𝑊𝑡ℎ̅ − 𝑐(𝐷) +𝑊𝑡𝑐(0)

𝒞(𝜅𝑊𝑡ℎ̅)𝛿
(3 − 20′) 

 

 式3 − 20′より、付け値勾配𝜕𝜓 𝜕𝐷⁄ を示す式3 − 23についても、式3 − 23′のように書き

換えられる。 

 

𝜕𝜓

𝜕𝐷
= −

𝑊
𝑑𝑡𝑐(𝐷)
𝑑𝐷

+
𝑑𝑐(𝐷)
𝑑𝐷

𝒞(𝜅𝑊𝑡ℎ̅)𝛿
(3 − 23′) 

 

 第 4 章で推定されたパラメーターを入れると、式3 − 22（労働時間𝑡𝑤が固定的な場合

の付け値勾配）に比べて、式3 − 23′（家計内時間𝑡ℎが固定的な場合の付け値勾配）の方

が低いことが分かる。すなわち、図 2.2 のような Fujita [1989]の分析に準ずると、家

計内時間𝑡ℎが固定的な個人は、労働時間𝑡𝑤が固定的な個人に比べてより郊外に居住す

ることとなる。ただし、図 2.2 の分析は付け値の交差点𝐷0が存在するという前提があ

ることに注意が必要である。 
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付論 D 敷地面積のデータについて 

第 4 章第 1 節における推定において、データの引用元は表 D.1 のようになる。北設

楽郡設楽町、東栄町および豊根村はデータがなく分析の対象外とした。一人当たり畳

数の調査は、5 年毎に実施されている国勢調査および住宅統計調査のみであるため、

データの時系列方向の間隔は不均一となっている56。また、国勢調査は、1990 年より

「居住室の畳数」から「住宅の床面積」に調査項目が変更されたため、1990 年以降は

住宅統計調査の数値のみを分析対象とした57。 

なお、回帰分析の際に、名古屋市の 2015 年基準消費者物価指数を用いて一人当たり

所得は実質化している58。 

 

  

 
56 「住宅統計調査」は 1998 年より名前が変わり、「住宅・土地統計調査」となっ

た。 

57 「住宅の床面積」は「居住室の畳数」と異なり、台所や風呂などの面積も含んでい

る。 

58 総務省「消費者物価指数」より引用した。 
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表 D.1 第 4 章第 1 節の推定におけるデータの引用元 

年度 一人当たり畳数・1 世帯当たり人員 一人当たり所得 

1970

年度 

総理府「国勢調査報告」 

(1970/10/1 時点) 

愛知県「昭和 45 年度 市町村民所

得統計」 

1975

年度 

総理府「国勢調査報告」 

(1975/10/1 時点) 

愛知県「昭和 50 年度 愛知の市町

村民所得」 

1980

年度 

総理府「国勢調査報告」 

(1980/10/1 時点) 

愛知県「愛知の市町村民所得（昭和

55 年度～昭和 60 年度）」 

1983

年度 

総務庁「住宅統計調査報告」 

(1983/10/1 時点) 

愛知県「愛知の市町村民所得（昭和

55 年度～昭和 60 年度）」 

1985

年度 

総務庁「国勢調査報告」 

(1985/10/1 時点) 

愛知県「愛知の市町村民所得（昭和

55 年度～昭和 60 年度）」 

1988

年度 

総務庁「住宅統計調査報告」 

(1988/10/1 時点) 

愛知県「平成元年度 市町村民所得

推計結果報告書」 

1993

年度 

総務庁「住宅統計調査報告」 

(1993/10/1 時点) 
愛知県「あいちの市町村民所得」 

1998

年度 

総務庁「1998 年住宅・土地統計調査」 

(1998/10/1 時点) 
愛知県「あいちの市町村民所得」 

2003

年度 

総務省「2003 年住宅・土地統計調査」 

(2003/10/1 時点) 
愛知県「あいちの市町村民所得」 

2008

年度 

総務省「2008 年住宅・土地統計調査」 

(2008/10/1 時点) 
愛知県「あいちの市町村民所得」 

2013

年度 

総務省「2013 年住宅・土地統計調査」 

(2013/10/1 時点) 
愛知県「あいちの市町村民所得」 

2018

年度 

総務省「2018 年住宅・土地統計調査」 

(2018/10/1 時点) 
愛知県「あいちの市町村民所得」 
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 北設楽郡設楽町、東栄町および豊根村以外の市町村についても、一部データから脱

落している年がある。脱落している市町村について、表 D.2 にまとめてある。 

 

 

表 D.2：第 4 章第 1 節の推定におけるデータから脱落している市町村 

年度 データから脱落している市町村 

1970 年度 ― 

1975 年度 ― 

1980 年度 ― 

1983 年度 

日進市、田原市、愛西市、清須市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あ

ま市、長久手市、東郷町、豊山町、大口町、扶桑町、大治町、蟹江町、

飛島村、阿久比町、東浦町、南知多町、美浜町、武豊町、幸田町  

1985 年度 ― 

1988 年度 1983 年と同様 

1993 年度 

清須市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市、長久手市、東郷町、

豊山町、大口町、扶桑町、大治町、蟹江町、飛島村、阿久比町、東浦町、

南知多町、美浜町、武豊町、幸田町 

1998 年度 同上 

2003 年度 
豊山町、大口町、扶桑町、大治町、蟹江町、飛島村、阿久比町、東浦町、

南知多町、美浜町、武豊町、幸田町 

2008 年度 同上 

2013 年度 同上 

2018 年度 飛島村 
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さらに、同じ市町村でも、1970 年から 2018 年にかけて、合併によってエリアが変

わっている場合がある。そのため、一部のエリアについては脱落している年があり、

標本主体は 1970 年から 2018 年まで一貫して同一にはなっていない。しかし、一部の

エリアが脱落しているために異なる標本主体と見なす、あるいはダミー変数を置くと

いった処理は行っていない。脱落しているエリアの人口は少なく、影響は無視できる

程度と考えたためである。脱落しているエリアについて表 D.3 にまとめてある。 

 

 

表 D.3：第 4 章第 1 節の推定におけるデータから脱落しているエリア 

年度 脱落しているエリア 

1970 年度 ― 

1975 年度 ― 

1980 年度 ― 

1983 年度 

岡崎市の額田町、一宮市の木曽川町、豊川市の一宮町・音羽町・小坂井

町・御津町、豊田市の藤岡町・小原村・足助町・下山村・旭町・稲武町、

西尾市の一色町・吉良町・幡豆町、稲沢市の平和町・祖父江町、新城市

の鳳来町・作手村 

1985 年度 ― 

1988 年度 1983 年と同様 

1993 年度 

岡崎市の額田町、豊川市の一宮町・音羽町・御津町、豊田市の藤岡町・

小原村・足助町・下山村・旭町・稲武町、西尾市の幡豆町、稲沢市の平

和町、新城市の鳳来町・作手村、田原市の渥美町・赤羽根町、愛西市の

立田村・八開村、清須市の春日村、弥富市の十四山村 

1998 年度 同上 

2003 年度 

岡崎市の額田町、豊川市の音羽町・御津町、豊田市の小原村・足助町・

下山村・旭町・稲武町、西尾市の幡豆町、稲沢市の平和町、新城市の鳳

来町・作手村、愛西市の立田村・八開村、清須市の春日村、弥富市の十

四山村 

2008 年度 西尾市の幡豆町、清須市の春日村 

2013 年度 ― 

2018 年度 ― 
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付論 E 森泉・高木 [1983]の推定結果 

 森泉・高木 [1983]の、1974 年および 1978 年の、住宅の延べ床面積の所得弾力性の

推定結果を表 E.1 および表 E.2 にまとめている。森泉・高木 [1983]は世帯人員別に所

得弾力性を推定したが、本研究では世帯人員を説明変数の一つとして推定を行ってい

る。世帯主年齢の効果は、本研究での回帰分析では考慮していない。 

 

 

表 E.1 1974 年の住宅の延べ床面積の所得弾力性 

世帯主年齢・

世帯人員 
2 人 3 人 4 人 5 人 6 人以上 

～29 歳 X X X X X 

30～34 歳 0.2448 X 0.1408 0.2320 X 

35～39 歳 X 0.2862 0.2600 0.2278 0.2532 

40～44 歳 0.2552 0.2242 0.2297 0.2526 0.1847 

45～49 歳 0.3642 X 0.1588 0.2145 0.3269 

50 歳～ X 0.1517 0.1179 0.1810 0.1923 

（X は t 値が 5%水準で有意ではなかったものである） 

 

 

表 E-2 1978 年の住宅の延べ床面積の所得弾力性 

世帯主年齢・

世帯人員 
2 人 3 人 4 人 5 人 6 人以上 

～29 歳 0.205 0.151 0.201 X X 

30～34 歳 0.280 0.315 0.223 0.210 0.185 

35～39 歳 0.375 0.297 0.283 0.267 0.253 

40～44 歳 X 0.240 0.224 0.259 0.260 

45～49 歳 0.271 0.272 0.171 X 0.219 

50 歳～ 0.234 0.146 0.218 0.170 0.172 

（X は t 値が 5%水準で有意ではなかったものである） 
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付論 F 階層ベイズ推定 

 階層ベイズ推定を行うにあたり、式𝐹 − 1から式𝐹 − 10のように事前分布を仮定した。

式𝐹 − 1は、ln 𝑞𝑖𝑡が平均𝜇𝑖𝑡、標準偏差𝜎の正規分布から生成されたことを意味している。

式𝐹 − 2は、𝜇𝑖𝑡を構成する要素を示している。式𝐹 − 3は、𝜎が0から10までの一様分布か

ら生成されたことを意味している。今回得られたデータにおけるln 𝑞𝑖𝑡の最大値は 2.42、

最小値は 1.74 であるため、式𝐹 − 3は𝜎についておおよそ無情報事前分布となっている。

式𝐹 − 4は、𝛼𝑖が−10から10までの一様分布から生成されたことを意味している。式𝐹 −

3と同様に、式𝐹 − 4はおおよそ無情報事前分布となっている。式𝐹 − 5は、𝛽1が平均𝜇1、

標準偏差𝜎1の正規分布から生成されたことを意味している。式𝐹 − 6は、𝛽2が平均𝜇2、

標準偏差𝜎2の正規分布から生成されたことを意味している。式𝐹 − 7は、𝜇1が0から1ま

での一様分布から生成されたことを意味している。すなわち、敷地面積の所得弾力性

は 1 以下であると仮定している。式𝐹 − 8は、𝜇2が−2から0までの一様分布から生成さ

れたことを意味している。敷地面積の世帯人員弾力性は、経験的に−2を下回ることは

ないと考え、式𝐹 − 8のように仮定した59。式𝐹 − 9および式𝐹 − 10は、𝜎1および𝜎2が0か

ら10までの一様分布から生成されたことを意味している。式𝐹 − 9および式𝐹 − 10は、

おおよそ無情報事前分布となっている。 

 

ln 𝑞𝑖𝑡  ~ 𝑁(𝜇𝑖𝑡, 𝜎
2) (𝐹 − 1) 

 

𝜇𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽1 ln 𝐼𝑖𝑡 + 𝛽2 ln𝑀𝑖𝑡 (𝐹 − 2) 

 

𝜎 ~ 𝑈(0,10) (𝐹 − 3) 

 

𝛼𝑖  ~ 𝑈(−10,10) (𝐹 − 4) 

 

𝛽1 ~ 𝑁(𝜇1, 𝜎1
2) (𝐹 − 5) 

 

𝛽2 ~ 𝑁(𝜇2, 𝜎2
2) (𝐹 − 6) 

 

𝜇1 ~ 𝑈(0,1) (𝐹 − 7) 

 

𝜇2 ~ 𝑈(−2,0) (𝐹 − 8) 

 
59 もし敷地面積の世帯人員弾力性が−2未満であれば、世帯人員が 2 倍になるとその

世帯の需要する一人当たり敷地面積は 1/4 未満になる。 
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𝜎1 ~ 𝑈(0,10) (𝐹 − 9) 

 

𝜎2 ~ 𝑈(0,10) (𝐹 − 10) 

 

今回は、繰り返し数 2000 個、バーンイン 500 個、チェーン数 4 個で乱数生成を行

った。結果として、いずれの𝑅̂も 1 に近く、収束したと考えられる。図 F.1 は𝛽1と𝛽2の

事後分布であり、図 F.2 は𝛼𝑖の事後分布である。表 F.1 は𝛽1、𝛽2および𝛼𝑖の推定結果で

あり、表 F.2 は図 F.2 における各𝛼𝑖と市町村名との対応表である。𝛽1の事後平均は0.37

であり、表 4.1 の敷地面積の所得弾力性0.405とおおよそ近くなっている。また、𝛽1の

事後平均は−0.72であり、表 4.1 の敷地面積の世帯人員弾力性−0.97とおおよそ近くな

っている。他方で𝛽1および𝛽2とは異なり、𝛼𝑖の事後分布はほとんど一様となっている

が、𝛼51のみ標準偏差が小さくなっている。𝛼51のみ標準偏差が小さく、他の𝛼𝑖の標準偏

差が大きくなっている要因を明らかにするには、今後のさらなる検討を要する。 

 

 

 

図 F.1：𝛽1と𝛽2の事後分布 

 

  

𝛽1 𝛽2 
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図 F.2：𝛼𝑖の事後分布 
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表 F.1：階層ベイズ推定結果 

 

 

表 F.2：各𝛼𝑖と市町村名との対応表 

 

下限 上限 下限 上限

0.37 0.00 0.31 0.42 1.01 a[26] -0.01 0.14 -9.28 9.42 1.00

-0.72 0.00 -0.82 -0.63 1.00 a[27] -0.09 0.15 -9.55 9.61 1.00

a[1] 0.14 0.17 -9.49 9.44 1.00 a[28] 0.01 0.16 -9.51 9.45 1.00

a[2] 0.02 0.15 -9.44 9.60 1.00 a[29] 0.07 0.15 -9.53 9.56 1.00

a[3] 0.03 0.17 -9.43 9.43 1.00 a[30] -0.27 0.13 -9.52 9.49 1.00

a[4] 0.04 0.15 -9.49 9.57 1.00 a[31] 0.13 0.15 -9.50 9.51 1.00

a[5] -0.11 0.16 -9.52 9.58 1.00 a[32] 0.30 0.14 -9.33 9.56 1.00

a[6] 0.03 0.14 -9.53 9.53 1.00 a[33] 0.05 0.15 -9.55 9.52 1.00

a[7] -0.27 0.14 -9.54 9.36 1.00 a[34] -0.05 0.16 -9.54 9.48 1.01

a[8] 0.15 0.13 -9.49 9.52 1.00 a[35] -0.25 0.16 -9.45 9.50 1.00

a[9] 0.06 0.15 -9.46 9.57 1.00 a[36] 0.15 0.14 -9.44 9.45 1.00

a[10] -0.06 0.15 -9.57 9.55 1.00 a[37] 0.16 0.13 -9.43 9.51 1.00

a[11] 0.09 0.14 -9.54 9.43 1.00 a[38] -0.05 0.14 -9.58 9.49 1.00

a[12] 0.06 0.16 -9.47 9.65 1.00 a[39] -0.02 0.14 -9.48 9.48 1.00

a[13] 0.24 0.14 -9.39 9.49 1.00 a[40] 0.00 0.15 -9.44 9.41 1.00

a[14] -0.06 0.14 -9.47 9.44 1.00 a[41] -0.08 0.16 -9.52 9.53 1.00

a[15] 0.03 0.14 -9.44 9.46 1.00 a[42] 0.11 0.14 -9.50 9.42 1.00

a[16] 0.00 0.14 -9.49 9.62 1.01 a[43] -0.22 0.14 -9.51 9.50 1.00

a[17] 0.25 0.16 -9.38 9.61 1.01 a[44] 0.39 0.14 -9.41 9.37 1.00

a[18] 0.12 0.15 -9.42 9.57 1.00 a[45] -0.06 0.18 -9.50 9.40 1.01

a[19] -0.15 0.16 -9.44 9.39 1.00 a[46] -0.20 0.16 -9.59 9.44 1.00

a[20] -0.21 0.17 -9.61 9.55 1.00 a[47] -0.09 0.16 -9.55 9.37 1.00

a[21] 0.12 0.12 -9.43 9.55 1.00 a[48] -0.28 0.17 -9.64 9.41 1.00

a[22] -0.04 0.14 -9.33 9.53 1.00 a[49] 0.16 0.15 -9.41 9.61 1.00

a[23] 0.00 0.15 -9.43 9.36 1.00 a[50] -0.12 0.15 -9.48 9.28 1.00

a[24] 0.40 0.16 -9.37 9.69 1.00 a[51] 0.29 0.01 -0.24 0.83 1.01

a[25] -0.01 0.15 -9.61 9.43 1.00

変数 変数
事後
平均

標準
偏差

95%信頼区間事後
平均

標準
偏差

95%信頼区間
𝑅̂

𝛽1
𝛽2

𝑅̂

市町村名 市町村名 市町村名 市町村名

a[1] 名古屋市 a[14] 西尾市 a[27] 高浜市 a[40] 豊山町

a[2] 豊橋市 a[15] 蒲郡市 a[28] 岩倉市 a[41] 大口町

a[3] 岡崎市 a[16] 犬山市 a[29] 豊明市 a[42] 扶桑町

a[4] 一宮市 a[17] 常滑市 a[30] 日進市 a[43] 大治町

a[5] 瀬戸市 a[18] 江南市 a[31] 田原市 a[44] 蟹江町

a[6] 半田市 a[19] 小牧市 a[32] 愛西市 a[45] 飛島村

a[7] 春日井市 a[20] 稲沢市 a[33] 清須市 a[46] 阿久比町

a[8] 豊川市 a[21] 新城市 a[34] 北名古屋市 a[47] 東浦町

a[9] 津島市 a[22] 東海市 a[35] 弥富市 a[48] 南知多町

a[10] 碧南市 a[23] 大府市 a[36] みよし市 a[49] 美浜町

a[11] 刈谷市 a[24] 知多市 a[37] あま市 a[50] 武豊町

a[12] 豊田市 a[25] 知立市 a[38] 長久手市 a[51] 幸田町

a[13] 安城市 a[26] 尾張旭市 a[39] 東郷町

𝑎𝑖 𝑎𝑖𝑎𝑖𝑎𝑖
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